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論文内容の要旨

都市が発展し，変化するにつれて，人々は都市に引き

つけられ，都市の空間は人々の日常生活の一部として重

要な役割を果たすようになった.なぜ都市の中心部には

人々が集まっているのか.また，人は何を求めて集まっ

てくるのか.本研究の目的は，生活空間論，都市イメー

ジ論，生態学的心理学の諸理論をレビューした上で，こ

れらの行動科学の諸側面から都市の現象を理解，検証す

ることである.都市に「人々が集まる/集まっているJ

とき，都市環境と人々は一つの大きな行動セッティング，

すなわち「スーパー行動セッティングj を形成すると想

定した.また，アジアの各都市において，人々が集まる

/集まっているという現象を観察し，このセッティング

の形成と構造を検証した.これらの結果に基づいて生態

学的心理学は都市計画および都市デザインのレベルへ適

用できると考える.すなわち，現在の都市への応用可能

性を展開するものである.

はじめにでは本研究の概要と各章の要旨を紹介する.

第 1章では，過去の知見を整理し，まず都市中心部の

現象を取り上げ，都市中心部へと人々が集まる様子を捉

えるための心理学モデルを示した.さらに，人間と環境

の関係性について地理的，空間的，行動的な観点から行

なわれた諸研究をレビューし，特に，環境心理学の生活

空間論，都市イメージ論，生態学的心理学をレビューし，

本研究の焦点を明確化し方向性を示した.そして本研究

の目的を心理学と行動科学の両方の側面から都市の現象

を理解，検証することと掲げた.また，都市に人々が集

まる/集まっているという現象の理解のため，環境心理

学的な視点と概念がどのようにして重要な構成要素とな

ってくるのかについて整理，検討を行った.さらに，都

市中心部に人々が集まる/集まっているという現象がど

のように成立しているかを心理学的に位置づける見方が

検討された.レヴィン(1951)の生活空間論，環境の具体

的な現れとして認知された都市イメージ，行動セッティ

ングという 3つの概念を枠組みとして用いて，統合的に

位置づけるモデルを提案した.

第2章では，バンコクの事例から生態学的心理学の行

動セッティング論の適用とその考察を行い行動セッティ

ング論の修正を試みる.行動セッティングの概念を都市

スケールに拡大したときその概念が有効であるためには，

評定法を含めて検証しなければならない.そこで主に都

市中心部に人々が集まる/集まっているという現象を，

拡大した行動セッティングの視点から再考し検証する.

第3章では， rスーパー行動セッティングJという概念

を提示し，行動セッティング評定法を比較する観点から

ではなく，連続性質(connection)という観点から再考す

る.そして， r連続性質j と「場所プログラムJという 2

つの概念を提案した

第4章では，福岡と釜山の事例から考察を行い，行動

セッティングから「スーパー行動セッティングJへと展

開する.スーパー行動セッティングは，行動セッティン

グの集合体でありかっ自然発生的な場所フ。ログラムを有

しているが，このセッティングの範囲がどれぐらいであ

り，どのような性質を持っているかを明らかにする.そ

こで，調査と検証のため本研究がレビューした理論に戻

って再考を行なった.そして，スーパー行動セッティン

グを分析するため，調査法では空間，行動，時間の側面

についてそれぞれ記録し，空間的側面については庖舗の

ファサードの特徴からカテゴリー化を行い，行動的側面

については，五感のそれぞれで捉えられる内容によって

カテゴリー化を行った.

第5章では，都市中心部の現象の説明と新たな視点の

提案を試みる.結論としては，この研究によって生態学

的心理学は都市計画および都市デザインへと適用できる

と考えられ，都市計画への適用の可能性について展望し

た.

最後に付録として，引用文献と福岡と釜山のデータのリ

ストを示す.

論文調査の要旨

都市の発展において，人や構造物や経済活動が都市中

心部に集積する事は，自明の事として取り立てて問題に

されて来なかった.アジア都市が急激な発展を見せる現

在，西欧のモデ、ルでは捉えきれない高密度で、狼雑な都市

環境を有するアジアの都市を理解するための新たな理論

的かっ生態学的妥当性の高いモデ、ルが求められている.

本論文は，アジアの都市中心部の屋外商業空間において

「人が集まるJ現象を，生活空間論，都市イメージ論，

生態学的心理学の諸理論をレビューした上で，これらの

行動科学の諸側面から集まりの構造を都市現象として理

解，検証することを目的とするものである.タイのバン

コク市，韓国釜山市，日本の福岡市における現地フィー

ルド調査に基づき，集まりの単位として「スーパー行動



セッティング」と著者が名づけた現象を実証的に検討し，

以下のように取りまとめている.

まず著者は，都市中心部へと人々が集まる様子を捉え

るための理論的枠組みとして， レヴィン(1951)の生活空

間論に依拠して，都市中心部へと移動する個人の生活行

動を「個人プログラムJとして捉え，異なる個人の自的

地への移動が集積し，重複する空間として都市中心部の

商業空間を位置づけ，そこには繰り返される「場所プロ

グラムJが発生すると見る心理学的モデルを提案してい

る.場所プログラムには，より微細な単位として人の活

動と物的環境との融合したまとまりである「行動セッテ

イングJが含まれる事を，パーカーら (1968)の理論に

基づいて整理している.

次いで，バンコク市の事例から，通り沿いに自然発生

した屋台街等の集積が都市スケールで、の「大きな行動セ

ッティングJと見なされる事を，時間的・空間的・行動

的相互依存性の分析から明らかにし，続いて「スーパー

行動セッティングJという概念を提示し，個別の行動セ

ッティングを比較する観点からではなく，連結連続性と

いう店舗・屋台空間を結びつける道路などの外部空間と

の連続性の観点から評定する新たな方法論を提示してい

る.

さらに， iスーパー行動セッテイングJの概念と評価方法

を提案した後に，福岡市の西新商庖街と釜山市のB&C

ストリートの事例への適用を行なって，自然発生的な場

所プログラムを有する集合体の範囲がどれくらいであり，

どのような性質を持っているかを現地調査に基づいて明

らかにしている.スーパー行動セッティングの調査法で

は空間，行動，時間の側面についてそれぞ、れ記録し，空

間的側面については店舗のファサードの特徴からカテゴ

リー化を行い，行動的側面については，五感のそれぞれ

で捉えられる内容によってカテゴリー化を行うという手

法が提案された.

最後に，以上の理論的考察とフィールドへの適用を通

して，都市中心部における空間的・時間的・行動的な相

互依存性の「まとまり j としてのスーパー行動セッティ

ングの形成と構造を検証し，これらの結果に基づいて生

態学的心理学は都市計画および都市デザインのレベルへ

適用できるとの結論を得ており，本論文で提案した新た

な分析単位を，現在の都市のデザインへ応用する可能性

を展望し，今後の問題を明らかにしている.

以上要するに，本論文は，都市における環境と人々の

行動との集積の単位として，生態学的心理学における行

動セッティング論を商店街・屋台街などの中規模の都市

スケールに拡張する「スーパー行動セッティング」とい

う新たな観点と方法論を提示することで，アジア都市の

特性を反映する環境心理学的な先駆的な理論モデルを提

案したもので，環境心理学，環境行動学，都市デザイン

の領域に寄与するところが大きい.よって，本論文は博

士(人間環境学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

道路は要所と要所を結ぶという特質をもち，その特質

によって今日でも都市計画立案における多くの決定要素

となっている.また，道路ネットワークの形状によって，

都市内の各位置における人間の活動に差異が生じており，

この性質を適切に解析し把握することは計画立案の際に

常に求められている.

これまで，道路ネットワーク解析のための数理的な手

法が数多く提案されている.分析の目的によって計算方

法はそれぞれ異なるが，そのほとんどは都市をいったん

歴史的・地理的文脈から切り離し，道路網を単純にネッ

トワーク化するという手法を取っている.また，解析手

法の実用性を向上させるために，比較的簡便な計算で解

析できるようになっている.

本研究は，道路ネットワークにおける各地点のスペー

スランクに着目し，従来の解析手法の問題点と限界を指

摘し，実用性と表現性を兼ね備えた新しい道路ネットワ

ーク解析手法を開発することを目的とする.さらに典型

的な道路網ノミターンと実在の道路ネットワークに適用し，

従来の解析結果と比較しながら，本研究で開発した解析

手法の妥当性と拡張性を示す.

本論は， 5章で構成されている.第 1章では序論とし

て，研究の背景，目的，論文の構成を示すとともに，既

往の研究から本研究の意義について述べた.

第 2章では，まずこれまで開発されたネットワーク解

析に関する数理的手法をレビューしながら，それぞれの

特徴及び問題点を示して，既往研究における本研究の位

置づけを明らかにした.その中で道路網のアクセスピリ

ティを評価する代表的な数理解析手法として，スペース

シンタクス理論とネットワーク中心性の概念を用いる手

法があげられる.また，近年いくつかの新しい手法が提

案されている中，地理値とページランクの概念に基づく

解析手法が一般的に活用されている.これらの解析方法



は，ネットワークを単純にグラフ化し，ネットワーク上

におけるノードのポテンシヤルを示すという点において

共通しており，計算方法も比較的簡便で操作性に優れて

いる.しかしながら，これらの手法は，ネットワークを

単純化しているため，距離と方向の概念を持たず，実際

の都市道路網のネットワーク解析に適していない.そこ

で，本章では道路ネットワークを正確に表現しながら，

ランダムウオークアルゴリズムを利用して，都市道路網

における移動軌跡の視点からこれまでにない新たな解析

手法を提案するという点が，本研究の特色であると指摘

した.

第3章では，スペースランクの概念に基づいて，ラン

ダムウオークアルゴリズムを利用した道路ネットワーク

解析の手法を提案した.通常， IスペースランクJは人口

や各種施設の集積などを加味した総体的な意味をもっ言

葉として使用されているが，本研究においては，都市内

の移動に関する位置ポテンシヤルを「スペースランク」

と定義し，人聞が道路ネットワーク上で無作為に移動す

る際に通過する確率の高い場所ほどスペースランクが高

いとしている.また，道路の距離と方向性を表現するた

めに，これまでの解析手法と異なり，座標のもつノード

とリンクに関する 2つのデータベースを作成し，その上

で移動におけるスタート地点及び経路は，すべて確率に

よって決定されと同時に，一定距離の移動を繰り返しな

がら，各ノードとリンクの通過回数をスペースランクと

して算出するシミュレーションプログラムを開発した.

第4章では，まず本研究で開発した解析方法を典型的

な道路網パターンに適用し，その妥当性を検証した.さ

らに実在の道路ネットワークに適用し，従来の解析方法

による分析結果と比較しながら，本研究で提案した手法

の有効性を示した.道路網ノミターンの適用例で、は， 4つ

のパターンにおける移動ポテンシヤルの分布をビジュア

ルに表現でき，また同じ接続ノミターンで，ノード間の距

離を変えてシミュレーションを行った結果，従来の解析

方法では考慮できなかったノード間距離と道路網形態の

相違をはじめて捉えることができ，本研究で提案した手

法の妥当性を示した.次いで福岡市の道路ネットワーク

を例として取り上げ都市内における移動ポテンシャルの

分布を示すことによって，従来の解析手法に比べて，都

市道路網の現状をより適切に表現できることがわかった.

第 5章では，本研究で得られた結果を総括し，まとめ

としている.

論文調査の要旨

道路は要所と要所を結ぶという機能を持ち，そのネッ

トワークは都市構造を特徴づける主要な要素となってい

る.また，道路ネットワークの形状によって，都市内の

各位置における人間の活動に差異が生じており，道路ネ;

ットワークの特性を適切に解析し，把握することは，都

市構造の解析にとって極めて重要で、ある.

これまで，道路ネットワーク解析のための数理的な手

法が数多く提案されている.分析の目的によって計算方

法はそれぞれ異なるが，そのほとんどは都市をいったん

歴史的・地理的文脈から切り離し，道路網を単純にネッ

トワーク化する手法を取ってきた.また，解析手法の実

用性を向上させるために，比較的簡便な計算で解析でき

るようにしてきた.

本研究は，道路ネットワークにおける各地点のスペー

スランクに着目し，従来の解析手法の問題点と限界を指

摘し実用性と再現性を兼ね備えた新しい道路ネットワ

ーク解析手法を開発することを目的としている.また，

典型的な道路網パタンと実在の道路ネットワークにおけ

る適用例を用い，従来の解析結果と比較しながら，本研

究で開発した解析手法の妥当性と拡張性を示している.

その所見は以下の通りまとめられる.

( 1 )これまで開発されたネットワーク解析に関する数

理的手法をレビューし，それぞれの特徴及び問題点を示

して，既往研究における本研究の位置づけを明らかにし

た.その中で道路網のアクセシピリティを評価する代表

的な数理解析手法として，スペースシンタックス理論と

ネットワーク中心性の概念を用いる手法を挙げている.

また，近年新しい手法が提案されている中，地利値とペ

ージランクの概念に基づく解析手法が活用されている.

これらの解析手法は，ネットワークを単純にグラフ化し，

ネットワーク上におけるノードのポテンシャルを示すと

いう点において共通しており，計算方法も比較的簡便で

操作性に優れている.しかしながら，これらの手法は，

ネットワークを単純化しているため，距離と方向の概念

を持たず，実際の都市道路網のネットワーク解析を行う

際に不都合が生じている.そこで，道路ネットワークを

正確に表現しながら，ランダムウオークアルゴリズムを

利用して，都市道路網における移動軌跡の視点からこれ

までにない新たな解析手法を提案した.

(2 )通常， IスペースランクJは人口や各種施設の集積

などを加味した総体的な意味を持つ言葉として使用され

ているが，本研究においては，都市内の移動に関する位

置ポテンシャルを fスペースランクJと定義し，人聞が

道路ネットワーク上で無作為に移動する際に通過する確

率の高い場所ほどスペースランクが高いとしている.ま

た，道路の距離と方向性を表現するために，座標を持つ

ノードとリンクに関する 2つのデータベースを作成した

上で，移動におけるスタート地点及び経路は，全て確率

によって決定されると同時に，一定距離の移動を繰り返

しながら，各ノードとリンクの通過回数をスペースラン

クとして算出できるシミュレーションプログラムを開発

した.



(3)本研究で開発した解析手法を典型的な道路網パタ

ンに適用し，従来の解析手法による分析結果と比較しな

がら，本研究で提案した手法の有効性を示した.道路網

パタンの適用例では， 4つのパタンにおける移動ポテン

シャルの分布を表現で、き，また同じ接続ノミタンで，ノー

ド間の距離を変えてシミュレーションを行った結果，従

来の解析手法では考慮できなかったノード間距離と道路

網形態の相違をはじめて捉えることができ，本研究で提

案した手法の妥当性を示した.

(4)解析手法の実用性を示すために，福岡市の道路網

ネットワークを例として取上げ，都市内における移動ポ

テンシャルの分布を示すことによって，従来の解析手法

に比べ，都市道路網の現状をより適切に表現できること

を示した.

以上のように，都市交通ネットワーク解析に関わる研

究成果として，道路網の距離及び方向性を表現し得る新

たな解析手法を開発し，典型的な道路網パタンと実在の

道路ネットワークにおける適用例を用いて，開発した解

析手法の妥当性と拡張性を示すことにより，都市通ネッ

トワーク解析に関する重要な知見を得た.よって，本論

文は都市計画学に寄与するところが大きく，博士(人間

環境学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

台風の強風による構造物被害では，風速の増大や強風

の継続時間とともに構造物の被害棟数が指数関数的に増

加することが知られている.特に最大瞬間風速値から住

家等の被害状況を予測する研究が多く行われてきたが，

観測風速と住家被害率との関係に大きなばらつきが見ら

れ，両者の相関係数は数値的にはそれほど高くならない

場合が多い.両者の相関関係は地域性や被害経歴によっ

ても変動するなど，風速値のみで強風被害状況を予測す

ることには大きな難点がある.強風被害の拡大には，風

速値や強風継続時間以外に風速変動の大きさなどを含め

た強風特性だけでなく，構造物の工法・材料や築年数，

屋根形状などの構造物特性にもとづく耐風性能の関連を

考えるべきである.しかしながら，台風被害の場合のよ

うに広域に及ぶ被害調査資料は，風速の観測記録と被害

構造物の棟数に限定されることがほとんどで，屋根葺き

材や屋根形状，小屋組など詳細な情報は決定的に不足し

ている.また地震被害対策に利用されている構造種別情

報(木造かRC造かなど)などは質的資料であり，耐風性

能への定量的な評価に利用するには新たな工夫が必要で

ある.

本論文は，社会科学分野で用いられる数量化手法を導

入して構造種別などの質的資料を指標化するとともに，

強風被害に関連する種々の要因の中から被害拡大に強い

影響を及ぼす因子を選別する手順を工夫することによっ

て，実際の被害状況により対応した住家被害率を算定す

る手法を提示するもので，以下の 6章で構成した.

第 1章では，我が国の台風災害の変遷と概要を示すと

ともに，近年の台風災害における強風被害対策の重要性

を論じ，強風被害状況の分析手法とその課題を整理した.

また，本研究で論じる被害要因分析手法の意義と位置づ

けを述べた.

第2章では，近年のいわゆる“風台風"として 1991

年台風 19号と 1999年台風 18号および 2004年台風 18

号の概要と特徴を述べ，観測風速と住家被害状況との関

係を分析した.その結果，風速値の増大に伴う住家被害

率の増大と被害程度の拡大に最大瞬間風速が強く関係し

ていることを明らかする一方で 地域区分を県別から市

町村別に細分化するほど観測風速に対する被害率のばら

つきが大きくなることを示した.

第3章では，九州での住家被害情報と NeWMeK(九州電

力(株)広域高密度風観測システム)の高解像度風速記

録を用いて，風速の標準偏差や突風率，あるいは乱れの

強さがその被害拡大に及ぼす影響を偏相関分析で検討し，

住家被害率の増大には風速の標準偏差が強く関係するこ

とを明らかにした.すなわち，風速の標準偏差が大きく

瞬間的な強風の発生頻度が高い状況では，被害範囲や被

害率が増大するだけでなく，個々の住家の被害程度が半

壊や全壊に進みやすいことが分かつた

第4章では，総務省による住宅・土地統計調査資料を

用いて，自治体の全住家数に占める築年数別または構造

種目11ごとの住家の割合をそれぞれ「築年数指標Jと「構

造種別指標Jに数値化する手法を 1999年台風 18号と

2004年台風 18号による住家被害資料に応用し，自治体

別の構造物に関する上記の指標と住家被害率との関係を

相関分析で評価したところ，都道府県別では「築年数指

標j と被害率との聞に関連が見られた.しかしながら，

九州の市町村別の分析では「構造種別指標j との間には

強い関連を示すが， r築年数指標Jには高い関連性が表れ

ず，強風被害が頻発した九州の特殊性と被害後の補修補
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強に関する情報の欠落による影響を論じた.

第 5章では，住家被害状況を目的変数に，最大瞬間風

速及び最大風速，風速の標準偏差，構造種別指標，築年

数指標を説明変数にして行った重回帰分析が，最大瞬間

風速値のみを用いた単回帰式に比べて実際の状況により

対応した被害率を推定できることを明らかにした.また，

最大瞬間風速にのみ着目した被害率分析の大きなばらつ

きを， i構造物の耐風性能を勘案した風速Jを用いること

によって改善する手法を提案した. 2004年台風 18号に

よる九州の市町村別住家被害率を例にして，住家の耐風

性能の評価に「構造種別指標Jのみを用いた場合でも「耐

風性能を勘案した風速Jと住家被害率との関係が台風被

害の実態により対応することを明らかにし，他の種々要

因との組み合わせによってさらに改善できることを示し

た.

第6章では，本論文の各章を総括し，台風時の強風に

よる被害拡大に及ぼす要因分析における残された課題を

整理した.

論文調査の要旨

強風被害の研究分野では，一般に最大瞬間風速値を用

いて構造物の被害状況を予測するが，実際の観測風速が

被害の実態に相応しない場合も少なくない.その理由と

して，台風などによる強風被害の調査資料が風速の観測

記録と被害構造物の棟数に限定されるなど，被害構造物

の詳細情報が不足していることと，地震被害予測などに

利用される木造か RC造かなどの構造種別情報の数値的

な取り扱い上の難点が挙げられる.

本論文は，単に風速の大きさだけではなく，自然風に

特有な風速の変動を含めた強風特性や，被害地域の構造

物の工法や材料，築年数，屋根形状といった多種多様な

構造物特性，さらには地理的な地域性や被害の経歴に着

目し，多数の影響因子で構成される被害状況の分析法そ

のものに論点を置いて，新たな被害分析法を提案してい

る.

まず， 1991年台風19号と 1999年台風18号および2004

年台風 18号による被害状況に対して，観測風速と住家の

被害状況との関係を分析し，住家被害の拡大に最大瞬間

風速が強く影響していることを確認するとともに，都道

府県単位ではなく市町村単位に整理して被害情報の細分

化を行うほど，同じ風速に対する被害率のばらつきが大

きくなることを明らかにしている.

次いで，九州での住家被害を例に，風速の変化が大き

く瞬間的な強風の発生頻度が高い状況では，被害範囲の

拡大だけにとどまらず，個々の住家の被害程度が半壊ま

たは全壊に進みやすいなど，風速変化の影響因子を解像

度の高い風速記録を用いて明らかにしている.

また，総務省による「住宅・土地統計調査資料Jをも

とに，各自治体の築年数別および構造種別ごとの住家の

割合をそれぞれ「築年数指標Jと「構造種別指標j に，

さらに，住宅金融支援機構が行った住宅に関する調査資

料をもとに，住家の屋根形状に関する情報を「屋根形状

指標」に数値化する手法を提案している. i築年数指標J

や「構造種別指標j を被害分析に導入する手順を示す算

定例の中で，築年数の長い住家や木造住家の占める割合

が高い都道府県別の自治体では強風被害が拡大しやすい

ことを定量的に示している.一方，九州地区での市町村

別に被害状況を細分化した場合には，必ずしも築年数に

高い相関を示さないことを示し，台風の被害回数が多い

九州地区での補修補強の影響を指摘している.

さらに，上述の風速変化，築年数，構造種別などの影

響因子を組み合わせて，実際の被害状況に対応する被害

風速を推定する手法を次のように提案している.まず，

台風による住家被害状況を目的変数に置き，また最大瞬

間風速，最大風速，風速の標準偏差，構造種別指標およ

び築年数指標を説明変数にして行った重回帰分析が，最

大瞬間風速値のみを用いた単回帰式に比べて，実際の状

況に，より対応した被害率を算出できることを明らかに

している.次いで，最大瞬間風速のみに対する被害分析

の大きなばらつきが，構造物の耐風性能のばらつきに起

因することに着目し，構造物の耐風性能の指標を用いて，

観測風速を「耐風性能を勘案した風速Jに変換する手法

を提示している.

最後に， 1例として「構造種別指標Jだけを用いて算

出した「耐風性能を勘案した風速j に対する住家被害率

が被害実態により近づくことを明らかにし，他の影響因

子に関する十分な情報を導入することによって，本手法

が被害分析精度を大幅に向上できると結論づけている.

以上要するに，構造物の強風被害の分析において，風

速値だけでなく，その変動特性や構造物の耐風性能の特

性を種々数値化する指標化手法を提案して，各因子の被

害に対する影響度を明らかにするとともに，これらの影

響因子を考慮、した換算風速の算定手法を提示するなど，

強風による構造物被害の予測法に関する新たな知見をと

りまとめたもので、，風工学および都市災害管理学に寄与

するところが大きい.

よって本論文は博士(工学)の学位に値するものと認め

る.
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論文内容の要旨

田園地域におけるバイパス等の幹線道路からの景観

(以下，田園道路景観)は，自動車で移動しながら地域

の自然や山並みを楽しむことができる景観として重要で

ある.一般に，バイパス等の道路新設直後は周辺に建築

物が少なく，広域に渡る多様な景観資源を見通すことが

できるが，交通需要の増加や沿道市街化の進行と共に景

観が変遷していくこととなる.田園地域における道路は，

モピリティと共に景観の視点場としての役割を担う一方，

田園景観の悪化を引き起こす誘因にもなるというジレン

マを抱えている.

近年，沿道開発等の人為的な影響による田園道路景観

の変化は全国各地で顕著に見られ，沿道の土地利用規制

による景観の保全・誘導のためには，道路計画地周辺の

農地等の土地利用の変遷や田園道路景観への影響の予測，

及び土地利用規制の効果の評価を行う必要があり，将来

景観の予測や評価のための適切な手法を用い，関係者間

で土地利用規制の効果や課題を共有することが肝要であ

る.

以上の問題意識の下，本研究では，田園地域における

道路建設がもたらす景観への効果や影響に着目し，道路

の計画から管理に至る一連の過程における沿道土地利用

や景観の変遷の予測と評価の手法を体系化すると共に，

独自の予測と評価の方法を開発し，その方法の事例への

応用を通じて得られた知見に基づき，田園道路景観の変

遷とその要因について論じている.

本論文は，序論，本論，及び結論の6章で構成されて

いる.

第 l章では序論として，研究の背景，目的，対象及び

方法について述べ，本研究の意義や枠組みをまとめると

共に，既往研究を整理し，本研究の位置づけを明確にし

た.

第2章では，景観に関する文献調査を通じて田園景観

と道路景観の一般的な特徴を抽出し，その特徴を基に田

園道路景観の特性を定義した.次に，田園道路景観の保

全や形成に関わる異なるタイプの事業制度の事例とその

事業制度に求められる景観の評価手法の性能及び課題を

整理すると共に，道路の計画から建設，管理に至る各過

程に対応した回国道路景観の予測と評価の手法を体系的

に整理した.

第 3章では，田園地域のケーススタディにおける新設

道路周辺地域の農地転用の実態の把握と転用の誘因を整

理した.調査対象として，福岡県久留米市とうきは市を東

西に走る総延長約14kmの国道210号バイパスのうち延長

7. 1kmの連続した供用開始部分から 500m以内の沿道地域

における 9，854筆の敷地の地籍調査を行い， 1982年次

'"'"'2005年次の 24年間に転用された 917筆の農地転用地

を抽出した.この農地転用地に対し，転用後の分筆数や

平均面積等に関する経年変化や累積を統計分析した結果，

新設道路の供用開始後から年間農地転用地の筆数が減少

傾向にある点や，平均面積が増加傾向にある点を明らか

にした.その要因として，大規模な商業施設等への事業

目的の転用の割合が増加する傾向にあり，結果的に農地

転用の田園道路景観の変遷への影響も年々大きくなって

いる点を指摘した.

次に，農地転用地の分布状況の時系列変化を分析した

結果，道路近傍で農地転用地が増加傾向にある点や，住

宅用や事業用等の転用目的別に分布傾向が異なる点を明

らかにし，そうした分布傾向が，道路からの距離，道路

供用開始からの年次，隣接地に占める宅地の割合，農振

農用地の指定除外地(いわゆる農振白地地域)からの距

離と関係している点を指摘した.以上から対象地におけ

る道路建設後の農地転用の傾向と農地転用誘因の整理を

行った.

第 4章では，第3章と同じ対象地における新設道路周

辺の農地転用目的と転用誘発要因との因果関係の分析に

基づく農地転用パタンを明らかにし，更に田園道路景観

の変遷予測につながる農地転用の予測手法を構築した

まず， 転用目的と転用時期を目的変数とし，転用時の周

辺土地利用や新設道路を含む主要道路との位置関係等の

立地条件を転用の説明変量とした判別分析により，転用

目的ごとと転用時期ごとの転用パタンを明らかにした.

次に，判別分析によって導出した判別関数を利用するこ

とで，農振白地地域における農地転用の予測手法を構築

し，その予測結果と近年の実態との比較を行い，予測手

法の有効性を検証した.

第 5章では，国土地理院の 25，000分の l標高データ

と現地調査から作成した建物データを用い，道路上を移

動しながら見える可視領域の変化を定量化するシミュレ

ーション手法を構築し，農業振興地域の整備に関する法

律(農振法)による農業計画上の農地の土地利用規制と

都市計画上の沿道の土地利用規制とが田園道路景観の維

持や変遷に及ぼす影響を検証した.道路からの可視領域

を指標とする田間道路景観の評価により，現状の道路か

らの可視領域と， 4章で構築した農地転用の予測手法を

用いた将来の転用予測に基づく可視領域の比較を行ない



土地利用規制のタイプにより田園道路景観への影響と効

果が異なることを示した.また，以上の成果に基づき，

構築した手法の田園道路景観の予測，評価への応用方法

を整理した.

最後に，第6章では上述までの章を通じて得られた知

見を総括し，本論文の結論とした

論文調査の要旨

近年，全国各地の田園地域においてバイパス等の道路

建設が進む中，道路建設地周辺での土地利用転換や都市

開発等の人為的な影響による景観の変化が問題となって

いるが，その対応策として，適正な沿道の土地利用規制

による景観の保全・整備を進めるためには，道路計画地

周辺の農地等の土地利用の転換や田園道路景観の変化を

事前に予測，評価する方法が求められる.

本論文では，田園地域の道路から見た景観を対象にし

た田園道路景観の将来の予測や評価のため，新設道路の

沿道周辺地域の土地利用転換の実態把握と将来予測を行

なう手法を開発し，ケーススタディを通じて，その手法

の援用法と有効性を検証すると共に，土地利用転換が及

ぼす回国道路景観への影響の予測と評価について論じて

いる.その所見は以下の通り取りまとめられる.

(1)文献調査と現地調査により田園景観と道路景観の

一般的な特徴を抽出する中から，田園道路景観の特性を

整理し，道路の計画，建設，管理の各過程における田園

道路景観の予測と評価の手法と課題を体系的に整理し

た.

(2) 田園道路景観の保全や活用に関わる事業制度の目

的を踏まえた上で，それぞれの事業タイプに相応しい景

観の予測，評価手法を選択し 適用する際の課題を整理

した.

(3) 田園道路景観を予測する上で重要な沿道周辺地域

の農地転用に着目し，福岡県久留米市とうきは市におけ

る新設道路周辺地域のケーススタディを実施し，約 9，

800筆の対象農地の地籍調査から，過去 24年間の農地転

用に関わる 917筆に及ぶ地籍のデータベースを独自に構

築し，農地転用の経年変化の統計分析を行った.その結

果，新設道路の供用開始後からの農地転用の傾向を明ら

かにすると共に，道路建設に起因する農地転用過程とそ

の田園道路景観の変化への影響の特徴を把握した.また，

農地転用地の立地条件と分布状況の時系列変化の分析を

通じ，農地転用地の分布傾向が，道路からの距離，道路

供用開始からの年次，隣接地に占める宅地の割合，農振

農用地の指定除外地(農振白地地域)からの距離と関係

している点を明らかにした.

(4)同対象地において，農地転用目的と転用時期を目

的変数とし，転用時の周辺土地利用や新設道路を含む主

要道路との位置関係等の立地条件を転用の説明変量とし

た判別分析により，農地転用パタンを明らかにした.更

に，判別分析によって導出した判別関数を利用すること

により，田園道路景観の変遷予測につながる農振白地地

域の農地転用パタン別の転用予測手法を構築した.

(5) 3次元の標高データと建物データを用い，道路上

を移動しながら見える可視領域の変化を定量化する手法

を開発し，道路からの可視領域を指標とする田園道路景

観の評価により，土地利用規制のタイプにより田園道路

景観への影響と効果が異なることを示した.

以上，要するに，本論文は，田園道路景観の予測と評

価に関する研究成果として，田園地域における道路景観

の予測と評価を行なう上での諸条件を把握した上で，田

園地域における道路の計画，建設，管理の各段階におい

て道路景観の保全・整備の観点から必要な予測と評価の

手法及びその課題を体系的に整理した.また，ケースス

タディを通じて，景観に大きな影響を及ぼす農地転用の

実態と道路建設との関係，及び道路建設に伴う沿道周辺

地域の農地転用のパタンを明らかにし，その結果に基づ

き田園道路景観の予測と評価に必要な農地転用を予測す

る手法と田園道路景観の可視領域を定量評価する手法を

開発し，それら手法の援用による道路建設地域周辺の土

地利用規制の影響と効果を明らかにしており，景観計画

学に寄与するところが大きい.

よって，本論文は博士(人間環境学)の学位に値する

ものと言忍める.
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論文内容の要旨

近年，子どもを取り巻く生活環境の変化から，子ども

が地域に生きづらくなっている.それは単に子どもが地

域で過ごせる空間が激減してしまったという空間的な問

題だけではなく， i子どものためにJという理由で大人が

安心を得るために，子どもを地域から事離させてしまう

という，大人と子どもの関係性の問題でもあった.

そこで本研究では，子どもと地域との黍離解決の糸口

として期待される「子どもの参画・参加Jの理論と実践

をレビューした上で，子ども参画・参加のための専門的



な大人に限らず，地域における一般的な大人にも着目す

る必要性を見出した.また，博多・子供山笠への参加観

察と子どもの遊び場「きんしゃいきゃんぱすJでの実践

的研究を通して，地域における大人と子どもの関係性と

その変容過程を詳細に明らかにしてきた.

それらの知見をもとに，子ども参加論のオルタナティ

ブとして，日本の社会文化的背景に即した，子どもの「地

域への浸着J論を導いた.この「地域への浸着j論は，

「子どもと地域との事離J問題の解決へと踏み出す道筋

を照らす.

第1章では，子どもの地域での生きづらさの要因が，

地域での遊び空間の減少のみならず，大人が子どもの安

心・安全を守るあまりに子どもを地域から遠ざけてしま

うという関係性の問題があることを指摘した.その上で，

子どもと地域の事離問題の解決の糸口として期待される

「子どもの参画・参加」に着目し，子ども参画論の草分

け的存在で、あるハート論を中心に各理論を整理するとと

もに，日本における子ども参画・参加実践をタイプ別に

分類するかたちで概観した.しかし， 日本での実践はハ

ート論の手法のみを盲目的に取り入れたことから「少数

固定化jの問題を引き起こすとともに，そもそもハート

論自体が「大人が子どもを参画させてしまうJという根

本的な問題を抱えていることが浮かび上がってきた.そ

の問題の背景には，子ども参加論に登場する大人が専門

的な大人のみに限られていることがある.

そこで第2章では，子どもが地域において主体的に活

動している博多・子供山笠に着目し，そこでの大人と子

どもの関わりと場の様相を明らかにした.技術的な指導

や声かけ，最小限の危険の回避，勢い水などの媒介を通

した関わり等，大人の具体的な関わりを分類するととも

に，そもそも iW大人がここにいるJという関わりJがあ

ることを見出した.また，そのときの大人の居方にも着

目した結果，大人は「山笠の正統性Jと「子ども主体J

の概念をともに保障し，大人自身が対象に没頭しながら

子どもに関わるといった大人の在り様が浮かび上がって

きた.さらには，正統的周辺参加論や共同体への参加論

との議論を通して，日本における子ども参加論を構築す

る上でのヒントを得た.

第3章では，第4章以降のフィールドとなる子どもの

遊び場「きんしゃいきゃんぱすJとの出会いを綴るとと

もに，筆者がきんしゃいきゃんぱすで営む「実践的研究j

という方法論の整理を行った.

第4章では，研究対象であるきんしゃいきゃんばすと

いう場の概要を整理するとともに，その場の特徴を了解

すべく，これまでの実践的研究によって得られた記述の

中から，きんしゃいきゃんばすの特徴を示すトピックを

抽出し， KJ法を実施した.結果として得られた 7つの大

カテゴリーごとにその内容を整理することを通して，き

んしゃいきゃんばすという場を立体的に浮かび上がらせ

ることができたと言えよう.その作業は，次章で扱うエ

ピソード(図)の基盤(地)に迫る試みでもあった.

それらを踏まえて第5章では，きんしゃいきゃんぱす

におけるく大人一子ども>関係の出現・変容過程とその

場の様態を明らかにすることを目的とし，具体的エピソ

ードを取り上げ，分析・考察を行った.分析を行う中で，

く大人一子ども>関係の出現・変容過程には， 3つのフ

ェーズがあることが見出された.まずフェーズ Iでは，

きんしゃいきゃんばすという場がもっ「子ども主体の場J

と「地域に開かれた場Jという特性について言及した.

そのような場の特性が土台となった上で，フェーズEの

エピソード(く大人一子ども>関係の出現・変容過程の

核)が立ち現れる.フェーズEでは4つのエピソードを

詳細に分析し，考察を行った.子どもが主体として地域

を生き，勢いをもって立ち現われた子どもの文脈と，元々

そこで生活を営む大人の文脈が重なることによって，そ

こにく大人一子ども>関係が出現する.その際，<子ど

も一大人>聞に葛藤が生まれることもあるものの(媒介

者としての「私jがそれを揺れとして内包し得る)，その

波紋が落ち着いていくと同時に，そこに新たな臨場的実

践共同体が生起し得る.また，そのような関係性の変容

を通して，子どもと大人がお互いの存在を含めた上で，

改めてその場を生きでして過程も導かれ得る.さらにそ

のような大人と子どもの関係性の変容が層として蓄積さ

れる中で，子どもも大人も変化を見せ，元々の実践共同

体自体もが変容を遂げることで，淡々と紡がれる日常の

中に，子どもと大人が当たり前のように主体として居ら

れるようになっていく在り様を見出した.まさにそのプ

ロセスこそが，子どもが地域に浸着していくプロセスで

ある.

最後に第6章では，これまでに得られた知見をもとに，

子ども参加論のオルタナティブとしての，子どもの「地

域への浸着J論を導いた.子どもが地域の大人と関係性

を切り結びながら，地域に当たり前のように居られる/

主体として生きることができるようになるという浸着の

在り様自体が，子ども参加の本質であり，そのプロセス

こそが， 日本における子ども参加論の核心的プロセスで

あると考える.

論文調査の要旨

近年，子どもを取り巻く生活環境の変化から，子ども

が外遊びをしない，仲間関係や近隣との関係が希薄にな

っているという問題が指摘され， i:l:也域の教育カJの不足

が問題祝される現状がある.本研究の著者は，その本質

には， i子どものためにJという理由で大人が安心を得る

ために，子どもを地域から恭離させてしまうという，大

人と子どもの関係性の問題があるという認識に立って，



子どもと地域との恭離解決の糸口として期待される「子

どもの参画・参加Jの理論と実践をレビューした上で，

子ども参画・参加のための専門的な大人に限らず，地域

における一般的な大人にも着目する必要性を見出した.

特に子ども参画論の草分け的存在で、あるハート論を中心

に各理論を整理するとともに，日本における子ども参

画・参加実践をタイプ別に分類するかたちで概観した.

しかし， 日本で、の実践はハート論の手法のみを盲目的に

取り入れたことから「少数固定化Jの問題を引き起こす

とともに，そもそもハート論自体が「大人が子どもを参

画させてしまうj という根本的な問題を抱えていること

が浮かび上がってきた.

そこで第2章では，子どもが地域において主体的に活

動している博多・子供山笠に着目し，そこでの大人と子

どもの関わりと場の様相を明らかにした.技術的な指導，

最小限の危険の回避，媒介を通した関わり等，大人の具

体的な関わりを分類するとともに， rw大人がここにいる』

という関わり j があることを見出し，大人の居方にも着

目した結果， r山笠の正統性jと「子ども主体Jの概念を

ともに保障し，大人自身が対象に没頭しながら子どもに

関わるといった大人の在り様が浮かび上がってきた.

さらに本論文の実践研究の主要なフィールドとなる，

子どもの遊び場「きんしゃいきゃんぱすJの概要と，筆

者がきんしゃいきゃんばすで営む「実践的研究Jという

方法論の整理を行った上で，そこでの 6年間の観察エピ

ソードを分類・整理する事から， (lJ きんしゃいきゃん

ばすという場の特徴(第4章)， (2Jそこでのく大人一子

ども>関係の出現・変容過程とその場の様態を明らかに

した(第5章).その結果，く大人一子ども>関係の出現・

変容過程には，次のような 3つのフェーズがあることが

見出された.まず，きんしゃいきゃんぱすにおいて「子

ども主体の場Jと「地域に関かれた場Jという特性が成

立することによって，その後の展開の土台となる場が発

生し(フェーズ、I)，子どもが主体として地域を生き，勢

いをもって立ち現われた子どもの文脈と，元々そこで生

活を営む大人の文脈が重なることによって，そこにく大

人一子ども>関係が出現する(フェーズ、 1I).さらにそ

のような大人と子どもの関係性の変容が層として蓄積さ

れる中で，子どもも大人も変化を見せ，元々の実践共同

体自体もが変容を遂げることで，淡々と紡がれる日常の

中に，子どもと大人が当たり前のように主体として居ら

れるようになっていく(フェーズ II1). 

最後に，以上の観察結果とこれまでに得られた知見をも

とに，著者は子ども参加論のオルタナティブとしての，

子どもの「地域への浸着J論を導いている.子どもが地

域の大人と関係性を切り結びながら，地域に当たり前の

ように居られる/主体として生きることができるように

なるという浸着の在り様自体が，子ども参加の本質であ

り，そのプロセスこそが，日本における子ども参加論の

核心的プロセスであると結論づけている(第6章). 

以上要するに，本論文は，博多・子供山笠への参加観

察と子どもの遊び場「きんしゃいきゃんぱすJでの実践

的研究を通して，地域における大人と子どもの関係性と

その変容過程を詳細に明らかにし，欧米の価値観に基づ

く従来の子ども参加論のオルタナティブとして， 日本の

社会文化的背景に即した，子どもの「地域への浸着J論

を導いた.この「地域への浸着J論は， r子どもと地域と

の帯離J問題の解決へと踏み出す道筋を照らすものであ

り，人間環境学，発達心理学，環境心理学の領域に寄与

するところが大きい.よって，本論文は博士(人間環境

学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

近年，成長著しい中国の大都市では，急速な都市人口

増加に伴い，無秩序な市街化や市街地の過密化が都市活

動に大きな影響を与えている.そのため，増加する都市

人口需要の受け皿としてだけでなく，市街地における過

密の緩和や無秩序な市街地の拡張に対する対策として，

また，合理的な都市構造の形成や都市の計画的成長によ

る競争力向上のために，大都市周辺部で、のニュータウン

開発は依然として重要な役割を果たすことが期待されて

し、る.

中国では今後の経済成長に伴い，都市人口増加は更に

加速し，ニュータウン開発がますます進むことが予想さ

れるが，住宅供給を主たる目的とするニュータウン開発

は，一方で十分な商業施設等の整備，地域の自然や歴史

の保全など付随する数多くの課題を伴う.加えて，中国

のニュータウン開発は 1970年代までは工業都市の開発

を中心に行われてきており 先進国に比してニュータウ

ン開発の歴史も浅く，都市計画分野におけるニュータウ

n
y
 



ン研究の蓄積も少ないことから，同分野での研究の重要

性は極めて高い.

以上の背景を踏まえ，本研究はニュータウン開発を対

象に，その歴史的変遷を整理した上で，①都市構造と土

地利用計画の理念，②商業施設計画と産業開発，③近代

産業遺産の保存，④生態系と自然環境への配慮の 4つの

側面からの中国のニュータウン開発事例及び海外先進事

例の分析を通じ，中国におけるニュータウン開発の計画

手法上の特徴及び課題を明らかにし，今後のニュータウ

ン開発に必要とされる基本構想の考え方や計画手法を提

示することを目的としている.

本論文は6章で構成されている.第l章は序論として，

研究の背景，目的，及び論文構成を示すと共に，既往研

究のレビューから本研究の位置づけをまとめた.

第2章では，まず中国の近代化の過程におけるニュー

タウン開発の歴史的変遷を 1950--70年代の中央政府主

導による工業開発中心の時代， 1980--90年代の都市人口

急増と都市拡張に対応した郊外開発の時代， 2000年以降

の開放政策と経済成長下での都市圏総合計画に盛り込ま

れた複合都市開発の時代の 3つの時代区分別に整理し，

各時代別のニュータウン開発の基本構想、と計画手法の特

徴を明らかした.加えて，天津都市圏の 11事例に対する

分析を通じ，大都市圏のニュータワン開発の課題として，

自然環境に配慮した環境影響評価，ニュータウンの適正

な人口規模の設定，母都市との適正な距離関係と交通計

画，等の基本構想段階において必要とされる配慮事項を

整理した.その上で，持続可能かっ合理的なニュータウ

ンの都市構造と環境負荷が低く快適な居住環境の形成の

両立を目指した計画手法の確立が，今後の中国における

健全な都市化を促進するために不可欠である点を指摘し

た.

第3章では，ニュータウンにおける商業施設計画に着

目し，中国内外の事例の比較分析を通じ，中国のニュー

タウン開発の課題を明らかにした即ち，経済統計デー

タや主要都市の商業延べ床面積等のデータ比較，及び過

去のニュータウン開発事例における商業土地利用計画の

比較から，中国のニュータウンにおける商業施設計画上

の主要な課題として，特に開発区域内外の商業施設配置

の不均衡，将来の商業需要予測の不足，母都市の都心部

における過剰な商業開発の増加傾向の影響を指摘した.

更に，以上の課題解決に対応するために，今後のニュー

タウン開発での商業施設計画が備えるべき事項として，5

--10年スパンの中期的な商業需要予測，都市圏規模に応

じた購買力と産業構造を踏まえた日常的な近隣商業系の

土地利用計画，及び大規模商業施設を含めた集客施設立

地の計画的誘導の必要性を指摘した.

第4章では，近年のニュータウン開発地の多くが， 1950

年代に開発された工業都市に隣接する地域，もしくはそ

の一部を含む地域に立地する傾向にあることから，ニュ

ータウン開発計画が包含する工業都市の近代産業遺産の

保存・活用に着目し，その計画上の課題を明らかにした.

即ち，近代産業遺産の保存に配慮、した海外の都市再開発

評価法の特徴を調査し，国内外の近代産業遺産の保存・

活用事例を比較することによって，都市再開発に伴う近

代産業遺産の保存・活用を重視した土地利用計画方針と

合意形成過程の確立の重要性を指摘した.更に，近年の

中国での近代産業遺産の保存・活用を伴うニュータワン

開発の事例分析を通じ，近代産業遺産の現代的な活用方

策の傾向を整理すると共に，従来のニュータウン開発に

加えて兼備すべき計画要素として，地域の歴史・文化を

重視した計画評価方法，近代産業遺産活用のための新た

な交通インフラ整備，及び行政による財政支援が不可欠

である点を指摘した.

第5章では，近年着目されているニュータウン開発に

おける生態系保全のための環境計画を対象にし，現状の

課題を明らかにすると共に課題解決のための計画手法を

提示したまず，生態学，経済学及び社会学のそれぞれ

の分野における自然環境保全の理念の整理に基づき，ニ

ュータウン開発における生態系保全の意義と必要性を整

理した.更に，海外の環境配慮、型ニュータウン開発の先

進事例の動向を計画理念，計画目標，実現方策の観点か

ら整理し，生態系保全に取り組むための重要な要素とし

て，計画段階における明確な目標と環境水準の設定，及

び合理的な生態系保全のための計画評価システムClndex

System)の導入の必要性を指摘し，中国のニュータウン

開発に対する生態系保全のための計画評価システムの適

用法を提示した.

第6章では，本論文の各章を総括し，中国における今

後のニュータウン開発の基本構想と計画手法に対する課

題と課題解決に向けた方策を提示した.

論文調査の要旨

中国では急速な経済発展に伴い，大都市への人口集中

に拍車がかかり，大都市近郊のニュータウン開発がます

ます進むことが予想される.加えて，自動車社会の進展

や社会動態の変化に伴う生活様式や消費行動の変化，更

には自然や歴史の保全の必要性など，中国で、のニュータ

ウン開発は付随する数多くの課題を抱えている.こうし

た背景の下，本論文では，先進国に比してニュータウン

開発の歴史も浅く，研究蓄積も少ない中国において，ニ

ュータウン開発の歴史を体系的に整理した上で，単なる

住宅供給の計画としてではなく総合的な環境計画の観点

から，今日的な課題に対応したニュータウン開発の動向

を明らかにすると共に，今後のニュータウン開発に求め

られる基本構想の考え方や計画手法について論じている.

その所見は以下の通り取り纏められる.



(1)文献調査と事例データの収集に基づき，中国の近

代化過程におけるニュータウン開発の歴史を体系的に整

理した.更に，近代中国のニュータウン開発の歴史を

1950'"'"'70年代の中央政府主導の工業開発中心の時代，

1980'"'"'90年代の都市人口急増に対応した郊外開発の時

代， 2000年代の開放政策下での都市圏総合計画に基づく

複合開発の時代の 3つの時代区分に大別し，それぞれの

時代の計画手法上の特徴を明らかにした.

(2)天津都市圏のニュータウン開発の 11事例に対す

る計画内容の分析と開発事業後の現況調査に基づき，大

都市圏における都市圏総合計画の下でのニュータウン計

画に対する課題を明らかにした.特に，基本構想段階に

おけるニュータウンの立地条件の分析に基づく適正な人

口規模の設定や母都市との距離関係に基づく施設計画の

フレーム設定がその後の都市環境を規定する重要な要素

である点を指摘し，適正な計画フレーム設定の下で地理

条件や自然環境条件に見合った都市成長を誘発する都市

インフラ構造形成のための計画策定の重要性を指摘した.

(3) 中国の経済成長は，ニュータウン開発地での消費

行動の変化にも多大な影響を及ぼしており，従来のニュ

ータウン内の自立的な商業施設計画の考え方が適応し難

い局面に来ている中，経済統計データや主要都市の商業

土地利用データの比較分析に基づき，開発区域外の不均

衡な商業施設立地や母都市における商業開発の増加の傾

向と，その影響に起因するニュータウンの商業施設計画

上の課題を明らかにした.その上で，都市規模に応じた

購買力と近隣商業系の土地利用計画，及び商業を含む集

客施設の計画的誘導の必要性を指摘し，商業需要予測を

含めた商業施設計画手法の確立と計画実施後の商業開発

のマネジメントの必要性を指摘した.

(4)近年のニュータウン開発地の一部が 1950年代に

開発された工業都市の隣接地もしくは内部に立地する傾

向にあることから，近代産業遺産の保存・活用事例の現

況調査と欧米の類似事例との比較を通じ，近代産業遺産

の保存・活用から見たニュータウン計画の課題を明らか

にした.更に，事例分析に基づき，保存・活用の方策を

整理した上で，ニュータウン開発地における近代産業遺

産の保存・活用に求められる条件を提示した.

(5)生態系保全から見たニュータウン開発の課題を整

理し，基本構想段階における生態系保全に関わる明確な

目標と環境水準の設定，更には計画段階における評価指

標と評価システムの適用法を示すことで生態系保全に対

する計画評価システムの有効性を論じた.

以上，要するに，本論文は，中国におけるニュータウ

ン開発の歴史的変遷を体系的に整理し，時代区分別の特

徴を明らかにした上で，天津都市圏のケーススタディに

基づいて，大都市圏における都市圏総合計画下で、のニュ

ータウン開発が直面する課題を整理し，その要因となっ

ている基本構想段階における人口規模や立地条件に応じ

た適正な計画フレームの設定と都市構造形成の重要性を

論じると共に，商業施設計画における課題と要因を明ら

かにした上で，商業需要予測と都市圏規模や産業構造を

踏まえた計画立案手法の重要性を論じた.更に，近年重

視されている産業遺産の保存・活用と生態系保全のそれ

ぞれの観点からの計画課題を事例分析より明らかにした

上で，課題解決の方策とその有効性を示し，中国におけ

るニュータウン開発の基本構想、と計画手法に関する重要

な知見を得た.

よって，本論文は都市計画学に寄与するところが大き

く，博士(人間環境学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

日本の戦後の国土・地域政策は， 1950年の国土総合開

発法制定以降，五次にわたる全国総合開発計画の下，様々

な開発手法を展開してきたが，人口減少等の社会背景の

変化を受け， 2005年の法改正により国土形成計画へと移

行した.このように，国土政策においては，過去の政策

の意義や効果を振り返りながら人口減少社会に向けた将

来の展望を描く時期に来ており，地域政策においては，

ストックの利用や維持更新の重視が求められている.こ

うした背景から，国土及び地域計画学の分野においても，

戦後の国土・地域政策の軌跡をたどり，これから本格化

する人口減少社会に向けた政策の展望を描く必要がある.

そこで，本論文は，国土・地域政策に関わる歴史的変

遷のレビューを進め，国土政策の中でも中心的な役割を

果たしてきた全国総合開発計画と地方開発促進計画の変

遷，及び国土形成計画への移行過程をたどると共に，ス

トック重視の地域政策について，先進例のケーススタデ

ィを通じてその実現手法と課題を明らかにすることによ

り，ストックの蓄積が十分でない時代から，蓄積が増加

し，成熟していく時代の中での国土の利用，保全をも包

含する「開発」概念の転換とストック重視の政策の方向

性について論じることを目的とする.



本論文は，序論，本論及び結論の 6つの章により構成

されている.

第 1章では，序論として，研究の背景，目的と意義を

述べるとともに，論文の内容と構成，用語について概説

し，本論における「開発Jの概念とストックについての

定義を行った.

第2章では， 1962年の「第一次全国総合開発計画Jか

ら1998年の 121世紀の国土のグランドデザインJ(第五

次計画)にわたる計画書等の資料や統計資料に対する文

献調査を行い，それぞれの全国総合開発計画における「開

発J概念を整理した.具体的には，新産業都市政策に代

表される道路，港湾等の社会基盤と工業立地がセットと

なった 1960年代の政策目的が， 1980年代後半のインタ

ーブロック交流圏政策といった交流を軸とした政策に転

換した後の「開発j の目的や対象の相違を明らかにする

と共に，工業化重視から交流や3次産業重視のソフト化，

産業拠点重視から生活環境やネットワーク整備重視に移

行してきた全国総合開発計画の変化と相違を明らかにし

た.

第 3章では，地方開発促進計画としては全国で最初に

策定された東北開発促進計画をケーススタディとして，

東北開発促進法の制度に関する国会会議録，計画書等を

対象にした文献調査を行い，地方開発促進計画における

目的や対象の変化とその背景について論じると共に，広

域計画の役割や地方開発促進計画と新たな国土形成計画

体系とのつながりを明らかにした.

東北開発促進計画は， 1958年の第一次から 1999年の

第五次まで策定される中で，同計画の制度改革の試みも

なされ，その計画策定の仕組みが国会等において議論さ

れてきたが，文献資料からその変遷をたどることにより，

広域計画の主たる役割が重点的な事業の提示と実施，地

域の特性の明確化と発展方向の提示，様々な意見の聴取

と広域課題への対応の 3点にあるとし，地方開発促進計

画の「開発Jが資源の直接利用から，産業の高付加価値

化へと変化してきた点を明らかにした.更に，東北開発

促進計画における制度改革の論点が 2005年法改正で国

土形成計画法に反映されたことを明らかにした.

第 4章では， 1950年に制定された国土総合開発法の

1952年改正及び 1973年改正案にみられる「開発J概念

の転換と 2005年の国土形成計画法への改正後の国土形

成計画の特徴に関する研究成果をまとめている.国土総

合開発法に関しては，国会会議録，法令，国土審議会の

審議等の文献調査に基づき，資源開発や災害防除を中心

とした政策から出発した同法における「開発J概念を整

理し，中でも重要な点として， 1973年改正案では利用，

開発，保全のバランスを重視した政策への転換を目指し

ながら，実現に至らなかった点を指摘し，その影響につ

いて論じた.更に，国土形成計画法に関しては，法改正

以前の一連の全国総合開発計画と国土形成計画における

相違点を整理すると共に，九州、|圏広域地方計画に関する

ケーススタディを通じ，地方開発促進計画と比較した新

たな広域地方計画の特徴を明らかにした.

第 5章では，金沢市をケーススタディとして，文献調

査やアンケート調査に基づき，ストックを重視した「開

発」の取り組みに関する実現手法と課題を整理した.近

年の金沢市の政策内容とその実施過程を整理し，同市の

ストック重視の政策の特徴が，①保全と開発を調和させ

るために 1989年に制定された景観条例を始めとする自

主条例群と条例に基づく協定群の運用，②歴史的ストッ

クが集積する中心市街地において凍結的な歴史保全に加

え，ストックを破壊することなく居住，景観，商業・交

通，文化の 5つの基本要素を新陳代謝させるための事業

の選択と実施，③ストック利用に対応した総合的な交通

計画，にあることを指摘した.特に，金沢ふらつとパス

の導入を例にして，歴史的市街地の保全と公共交通の利

便性の確保を両立させた政策実現過程とその効果を明ら

かにした上で，ストック重視の地域政策における課題と

して，地域の全体像の共有と市民のコンセンサス，利用，

開発，保全を調和させる政策の総合性，長期的な持続性，

条例化や実行力等が条件となることを示した.

最後に，第6章では，本論を通じて得られた知見を総

括し，成熟期に向けた国土・地域政策を展望して本論文

の結論とした.

論文調査の要旨

戦後の日本の国土・地域政策は，国全体の人口増加を

背景に五次にわたる全国総合開発計画の策定を通じて，

ストックを増加させるための事業を実施し，経済成長を

牽引してきた.しかし，国全体が人口減少社会へと向か

うのに伴い， 2005年の法改正により，国土総合開発計画

から国土形成計画へと移行するなど，国土・地域政策は

大きな転換期を迎えることとなり，過去の国土・地域政

策が進めた「開発jの意義や効果を振り返りながら，人

口減少社会に向けた将来の展望を描く必要がある.

こうした背景の下，本論文は，国会議事録や行政資料

等の綿密な調査に基づいて，国土・地域政策の中心的な

役割を果たしてきた全国総合開発計画と地方開発促進計

画の変遷と国土形成計画への移行過程における「開発j

に関わる論点を明らかにすると共に，戦後の国土・地域

政策の「開発J概念の転換とその延長上にある人口減少

社会に向けた政策の方向性を論じている.また，ストッ

クを重視した「開発Jの先進事例としての金沢市のケー

ススタディを通じ，ストックを増加させる政策からスト

ックの利用や維持更新を重視する政策への移行について

論じている.

その所見は以下の通り取り纏められる.



(1)日本の戦後の国土・地域政策の歴史的変遷を体系

的に整理した上で，国土・地域政策の変遷と国のストッ

クとの関係に着目し，国民経済計算体系における建築

物・構築物の蓄積としてのストックの時系列的な量的変

動とストック自体の捉え方の変化の両面の観点から国

土・地域政策の変遷と各時代の特徴を捉え，ストックの

増加を重視する政策からストックの利用や維持更新を重

視する政策へと移行していく過程を論じた.

(2) 1962年の第一次から 1998年の第五次にわたる全

国総合開発計画に関わる計画書や統計資料に対する調査

を通じ，それぞれの時代の計画における「開発」の政策

目的や対象を整理した.特に， 1960年代の新産業都市政

策や 1980年代後半のインターブロック交流圏政策等の

主要政策の背景と「開発j の目的や対象の変化の過程，

及び政策聞の相違を明らかにした.

(3)地方開発促進計画としては全国で最初に策定され，

1958年の第一次から 1999年の第五次まで策定されてき

た東北開発促進計画をケーススタデ、ィとして，東北開発

促進法の制度に関する国会会議録，計画書等を対象にし

た文献調査により，地方開発促進計画における目的や対

象の変化とその背景について論じると共に，広域計画の

役割や地方開発促進計画と新たな国土形成計画体系との

つながりを明らかにした.特に，国会等において議論さ

れてきた計画策定の仕組みゃ同計画の制度改革の変遷を

たどることにより，地方開発促進計画の「開発jが資源

の直接利用から，産業の高付加価値化へと変化してきた

点を明らかにした.

(4) 1950年に制定された国土総合開発法の 1952年改

正及び 1973年改正案に関する国会会議録，法令，国土審

議会の審議等の文献調査を通じ，資源開発や災害防除を

主とした政策から出発した同法の政策目的の変遷を明ら

かにした.中でも， 1973年改正案は，実現に至らなかっ

たものの，その後の利用，開発，保全のバランスを重視

した政策転換を目指す上での意義を指摘し，同法におけ

る「開発J概念の転換を論じた.

(5) 2005年の国土形成計画法への改正過程に関する調

査を通じ，改正以前の一連の全国総合開発計画と国土形

成計画における相違点を整理すると共に，九州圏広域地

方計画におけるケーススタディを通じ，地方開発促進計

画と比較した新たな広域地方計画の特徴を明らかにした.

(6) ストックを重視した「開発」の先進事例として，

金沢市の取り組みを調査し，岡市のストック重視の政策

の特徴と課題を明らかにした.また，ストック重視の政

策実施における課題として，地域の全体像の共有と市民

のコンセンサス，利用，開発，保全を調和させる政策の

総合性，長期的な持続性，条例化や実行力等の重要性を

論じた.

以上，要するに，本論文は，日本の戦後の国土・地域

政策の歴史的変遷の体系的な整理を行なった上で，国

土・地域政策が建築物・構築物を代表とするストック形

成の重視からストックの利用や維持更新の重視へと移行

していく過程について論じ，第一次から第五次にわたる

全国総合開発計画における「開発Jの目的や対象を整理

することにより，各計画の主要政策の特徴と相違を明ら

かにし，東北開発促進計画とその制度を精査し，広域計

画の役割を整理すると共に，地方開発計画と新たな国土

形成計画体系とのつながりを明らかにした.更に， 1950 

年に制定された国土総合開発法の法改正案に関する調査

を通じ，同法に見る f開発J概念の転換を論じると共に，

ストックを重視した「開発」への取り組み先進事例とし

て，金沢市におけるストック重視の政策上の特徴と政策

実施に対する課題を示しており，国土・地域政策に関す

る重要な知見を得た.

よって，本論文は都市計画学に寄与するところが大き

く，博士(工学)の学位に値するものと認める.
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アジアでは急速な経済成長が続いており，都市化・都

市成長は経済成長を牽引する大きな役割を担っている.

経済成長と都市化・都市成長の聞には密接な関係があり，

近年の都市化・都市成長は，製造業等の生産活動の集積

だけでなく，文化・芸術やソフト産業を含む創造的経済

活動が都市内で活発化することにより進展している点も

指摘されている.一方，急速な都市化・都市成長は，富

裕層と貧困層の格差を拡大し，都市部における貧困層の

増加をもたらしており，その結果，所得階層による居住

地の分離が進み，多くの貧困層は不法占拠地域等の所謂

スラムに居住することとなり，居住環境の整備に関する

課題がますます顕在化してきている.こうしたアジアで

の新たな都市化・都市成長の動向を把握し，課題解決の

方策を検討するためには，これまで、の欧米を主たる対象

にした都市論とは異なる新たな観点からの都市化・都市

成長に対する分析と動向把握を進め，格差や居住環境整

備の課題に対する今後の方途を明らかにしてし、く必要が



ある.

以上の問題意識の下，本研究では，既往の都市論や都

市モデ、ノレをレビューした上で創造的経済活動に着目し

た創造都市論の観点も含めアジアにおける都市化・都市

成長の傾向や経済活動の状況を明らかにし，都市化・都

市成長と貧困・格差の関係，及び経済成長に効果的に働

く格差としての有効格差について論じた.その上で，持

続的な都市化・都市成長の観点から，有効格差の中での

経済成長を維持するためには格差是正政策の推進が不可

欠であることを指摘し，その有効な手段として，貧困層

が直面している生活改善の莫大なニーズに対応した参加

型居住環境整備の必要性と方策を提示した.

本論文は，序論，本論及び結論の 6章で構成されてい

る.

第 1章では，序論として 本研究に至る背景と問題意

識，研究の目的と意義について述べると共に，論文の構

成，使用する用語の定義について整理した.

第2章では，アジアにおける都市化・都市成長の動向

を把握するため，既往の研究や都市論について整理する

と共に，人口・経済に関する統計分析により，アジアの

都市化・都市成長が 4つのパタンに整理できることを示

した.また，アジアの都市化・都市成長の動向と経済活

動との関係の特徴として，急速な都市化は進行するが，

人口配置に大きな変化は生じないこと 都市を基盤とし

た経済活動の割合が極めて大きいことなどを明らかにし

た.その一方，増加する都市人口の大半はスラム地区等

に居住することから，居住環境保全と開発のバランスを

伴う持続可能な都市化・都市成長を進める上での都市部

の地方自治体の役割の重要性と適切な居住環境整備方策

の確立の必要性を指摘した.

第3章では，創造都市に関する先行研究により欧米の

創造都市の特徴を整理した上で，アジアにおける創造的

な経済活動が顕著な都市の事例分析に基づき，①成長へ

の強い希求の存在，②多様な階層が存在する格差社会，

③伝統的技術の応用，④多文化・多民族，といったアジ

ア型の創造都市の特徴を抽出すると共に，格差が拡大す

る中で出現した多くの富裕層が創造的経済活動を体現し

ている点や伝統的技術を有する中規模都市が独自の創造

的経済活動を活発化させている点などの傾向を明らかに

した.更に，多文化・多民族で多様な階層が存在する格

差社会であるアジアの都市の利点として，様々な価値観

を受容し得る寛容性，創造的経済活動の担い手であるク

リエイティブ・クラスの存在を挙げ，課題として更に格

差が拡大する傾向にある点を指摘し格差是正のために

は，まず所得階層別の居住地分離の問題に対応する必要

があることを論じた.

第4章では，アジア各地域の格差に係る経済統計分析

に基づき，貧困・格差の状況と格差社会の中で生まれた

インフォーマル経済とフォーマル経済が相互依存するア

ジアの都市の経済活動の特徴を明らかにした.また，格

差の変化率と所得・消費の変化率の相関分析を通じて，

格差が経済成長に寄与する都市成長モデ、ルの仮説の妥当

性を検証すると共に 格差と経済成長の関係に関するコ

ーニヤの理論に基づき，経済成長に効果的に働く格差を

有効格差として定義した.さらに，その有効格差を有す

る地域としてアジアの諸都市を位置づけ，格差の拡大を

是正して有効格差を維持することによる経済成長の継続

の可能性を論じた.一方格差拡大のもたらすマイナス

要因にも着目し，都市部の低所得層や貧困層に対する支

援とスラム地区等の居住環境整備による格差拡大是正の

必要性を指摘した.

第5章では，アジアの都市で進めている居住環境整備

について，持続的な都市化・都市成長と格差拡大是正の

観点から見たその必要性と参加型による整備の有効性を

論じた.まず，参加型の整備手法に関する先行研究に基

づきながら，国連人間居住計画(国連ハピタット)が進

めてきたアジアでの居住環境整備の事例分析を通じて，

参加型手法の有効性を検証した.更に，アジアの都市の

実態を踏まえた上で住民自らが積極的に居住環境の改善

に取り組むための課題を整理し，住民の組織化，技術や

資金の支援，安定した土地保有の保障などの地方自治体

の果たすべき役割と利害調整を伴う合意形成過程の重要

性を指摘した.

最後に，第6章では前章までに得られた知見を総括し，

本論文の結論とした.

論文調査の要旨

アジアでは，経済成長と人口増加が同時に進行し，都

市部への人口集中に伴う都市化・都市成長が急速に進行

していることが，他の地域と比べた場合の特徴と言える.

アジアでの都市化・都市成長に伴う都市内の変化に目を

向けると，製造業の集積に加え 創造的経済活動が活発

化するなどの動向が見られる一方で，様々な都市問題も

顕在化してきており，地域間や社会階層間の格差の拡大

の問題，更には貧困層の居住環境の悪化の問題も注視さ

れ，その対応が求められているところである.

こうしたアジアの都市のダイナミックな近年の動向に

対し，本論文では，創造的経済活動に着目した新たな観

点からアジアの都市化・都市成長の傾向や経済活動の状

況を明らかにした上で，都市化・都市成長と貧困・格差

の関係に関する分析に基づき，持続的な都市化・都市成

長の観点から，経済成長に効果的に働く有効格差につい

て論じると共に，経済成長を維持するための格差是正に

必要な貧困層の生活改善の有効な手立てとしての参加型

居住環境整備について論じている.その所見は以下の通

り取りまとめられる.
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(1)人口・経済に関する統計分析により，アジアの都

市化・都市成長が 4つのパタンに分類できることを示す

と共に，都市化・都市成長の動向と経済活動との関係の

特徴として，急速な都市化進行の一方で，人口配置の大

きな変化は生じない点，都市を基盤とした経済活動の割

合が極めて大きい点などを明らかにした.

(2) アジアにおける創造的な経済活動が顕著な都市の

事例分析と欧米の創造都市との比較に基づき，成長への

強い希求の存在，多様な階層が存在する格差社会，伝統

的技術の応用，多文化・多民族といったアジアの創造都

市の特徴と動向を明らかにした.

(3)格差に係る経済統計分析に基づき，アジアの貧

困・格差の状況と格差社会の中で生まれたインフォーマ

ル経済とフォーマル経済が相互依存するアジアの都市の

経済活動の特徴を明らかにした上で，格差の変化率と所

得・消費の変化率の相関分析を通じ，格差が経済成長に

寄与する都市成長モデルの妥当性を検証した.

(4)格差と経済成長の関係に関するコーニャとコート

の理論に基づき，経済成長に効果的に働く格差を有効格

差として定義し，有効格差を有する地域としてアジアの

諸都市を位置づけ，有効格差を維持することによる経済

成長の持続可能性を論じると共に，格差拡大のもたらす

マイナス要因にも着目し，格差拡大の是正の観点から都

市部の低所得層や貧困層に対する支援とスラム地区等の

居住環境整備の必要性を指摘した.

(5)国連人間居住計画(国連ハピタット)が進めてき

たアジアでの居住環境整備の事例分析を通じて，参加型

プロセスによる貧困層の居住間環境整備の事業手法を整

理すると共に，参加型ブρロセスの有効性の検証を行なっ

た.更に，アジアの都市の実態を踏まえた上で参加型プ

ロセスの普及に対する課題として，住民の組織化，技術

や資金の支援，安定した土地保有の保障などの地方自治

体の果たすべき役割と利害調整を伴う合意形成プロセス

の重要性を指摘した.

以上，要するに，本論文は，アジアの都市を対象にし

た経済・人口等の指標データの分析に基づき，アジアの

都市化・都市成長について，その動向と特徴を整理し， 4 

つのパタンに分類できることを示すと共に，創造都市論

の観点による欧米都市との比較や事例分析に基づき，近

年活発化しているアジアでの創造的都市活動の動向と創

造都市の特徴を明らかにした.更に，創造的都市活動が

活発化する一方で注視される格差に関する分析に基づき，

格差が経済成長に寄与する都市成長モデ、ルの妥当性を検

証し，コーニャとコートの理論に基づきながら有効格差

を維持することによる経済成長の持続性について論じる

と共に，有効格差を維持し，格差拡大を是正する上で必

要な貧困層の居住環境改善の課題とそのための参加型プ

ロセスの有効性を明らかにしており，都市計画学に寄与

するところが大きい.

よって，本論文は博士(人間環境学)の学位に値する

ものと言忍める.
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近年，ユネスコの世界遺産登録が進む多くの歴史的都

市では，歴史的町並みや文化財の保存と，観光化の振興

による地域経済の活性化の共存が課題となってい

る.2008年に世界遺産に登録されたマレーシアのマラッ

カやジョージタウンでは，対象地区である歴史的中心地

において，歴史的建築物の保存・修復が進む一方で建築

物の再利用が進み伝統的な生活空間が改変され，従来

の住宅や住商併用の用途から商業系用途への転換が進む

傾向にあり，世界遺産に登録された多くの類似都市でも

同様の傾向にある.そうした地区では，観光化が著しく

進行した結果，対象地区本来の伝統的な生活環境や景観

が損なわれるといった問題が生じており，地区独自の文

化的資産の保全を意図した世界遺産の登録を契機とした

観光化や商業化の進展が，対象地区の歴史的文化的価値

を損なう要因を創り出すというジレンマが生じている.

以上の問題意識の下，本研究では，歴史的中心地にお

ける世界遺産登録と連動した商業化や観光化を伴う歴史

的建築物の再利用の進行が地域社会や物的環境に与える

影響に着目し，マラッカ中心地の世界遺産登録地区を対

象にした現地調査に基づき，同地区の建築再利用に関わ

る法制度とその制度化での実態と動向を明らかにすると

共に，建築再利用が地域社会に及ぼす影響に関する分析

に基づき，世界遺産登録地区における歴史的文化的価値

の保全と地域社会の持続的な発展の両立を目指した建築

再利用の誘導方策について論じている.

本論文は，序論，本論，及び結論の 5章で構成されてい

る.

第 l章では序論として，研究の背景，目的，研究方法

について述べ，本研究の枠組みをまとめると共に，建築



再利用に関する既往研究の整理に基づき，建築物の用途

転換を主とする変化を本論における建築再利用の定義と

し，本研究の対象と位置づけを明確にした

第2章では，ユネスコが定めている世界遺産の類型，

定義，評価基準を整理すると共に，既往研究に基づき世

界遺産登録が一般に地域社会に及ぼす影響と効果を整理

した.また，建築再利用に関する既往研究のレビューを

通じて，近年の世界各地の都市の歴史的中心地における

建築再利用の類型と傾向を明らかにし，歴史的中心地に

おける建築再利用が物的環境や地域の社会・経済に与え

る効果やマイナス面の影響を整理した.

第3章では， 2008年 7月に世界遺産に登録されたマラ

ッカの歴史的中心地内の地区を対象に，同地区の歴史的

成り立ちと変容を文献調査から整理すると共に，現地調

査に基づき，建築再利用の実態と課題を明らかにした.

面積約 8.1haで 14本の街路で構成される対象地区は， 16

世紀初頭にポルトガルの植民地として開拓され， 17世紀

初頭からはオランダの植民地， 19世紀初頭からは英国の

植民地となり， 1957年のマレーシアの独立に至るが，独

自の現況調査により，現在，同地区が夜間人口約 1，480 

人，昼間人口約 2，560人の人口規模であり，昼間人口の

76%が中国系である点等の社会的特徴を明らかにした.

また，同地区は 947棟の建築物で構成され，全体の 89%

が2階建てであり，全体の 24.3%にあたる 230棟の建築

が再利用されていることを明らかにし，更に，その類型

と傾向に関する調査の結果，同地区の建築再利用の特色

として，大半が観光依存型の用途への再利用であり，再

利用後の用途別では5タイプ建物物改変後の空間構成

から見た場合は4タイプに類別できることを示した.建

築再利用後の用途は，観光依存型が大半を占めるが，一

部の街路に集中する傾向にあり，観光化と活性化の影響

が一部の区域に偏り，それ以外の区域において老朽化建

築物の維持管理上の問題が顕在化している課題を指摘し

た.

次に，建築再利用に関わる現行の都市計画制度や規制

内容を整理し，計画上の課題を明らかにした.同地区で

は2000年に建築保存に関するガイドラインを策定し，運

用しているが，街路単位の建築用途，意匠等の誘導基準

に基づく誘導方策は，地区全体の総合的な方針を欠いて

おり， 2001年から実施開始したメインストリートの週末

歩行者天国化や 2008年の世界遺産登録による観光依存

型建築再利用の増加動向に対応できていない等の課題を

有する点を指摘し 課題解決に向けた対象地区における

建築再利用の新たな誘導方策の必要性を示唆した.

第4章では，上述の対象地区における観光依存型建築

再利用に対する地元の居住者・事業者と来街者へのアン

ケート調査を基に，世界遺産登録後の建築再利用の動向

に対する評価と課題について整理を行ない，課題解決の

ための方策を提示した.具体的には， 132人の居住者・

事業者と 206人の来街者に対する合計338件のアンケー

ト調査結果に基づき，居住者・事業者と来街者それぞれ

の立場から見た世界遺産登録後の地区の実態に対する評

価を行なった.その結果事業者は大半が満足している

のに対し，居住者は世界遺産登録後に増加している建築

再利用に伴う観光化が生活の質の向上に繋がっていない

点を問題視する傾向が強く，来街者は建築再利用増加後

の地区本来のオリジナリティの維持，サービスの質や安

全性の向上を問題視する傾向が強い点を指摘した.世界

遺産登録後のこうした課題を解決するため，評価結果と

社会的ニーズに基づき，市場依存傾向にある建築物再利

用から行政が主導して建築物の再利用を規制誘導するた

めの方針とガイドラインの代替案を提案すると共に，類

似の都市に適応可能なエリアマネジメントの方策とガイ

ドラインの策定方法を提示した.

最後に，第5章では上述までの章を通じて得られた知

見を総括し，本論文の結論とした.

論文調査の要旨

地域固有の文化的価値が高く評価される伝統的な町並

みや史跡を有する都市の歴史的中心地に対し，ユネスコ

の世界遺産の登録が進む中 一般に世界遺産登録後の地

区内の歴史的建築物は，その保存・修復が進む一方，観

光依存型の建築再利用も急速に増加する傾向にある.そ

の結果，伝統的な生活空間が改変され，地区の中心的な

用途も，従来の住宅や住商併用から商業系用途への転換

が進み，地区が本来持つ歴史的文化的な価値が損なわれ

ていく問題が生じている.

本研究では，歴史的中心地における世界遺産登録が商

業化や観光化を伴う歴史的建築物の再利用の進行を促す

ことに起因する課題や，その結果生じる物的環境の加速

的な変化が地域社会に与える影響に着目し，マラッカ市

の歴史的中心地が 2008年に世界遺産登録された後の実

態を現地調査した結果に基づきながら，同地区の建築再

利用の動向と影響を明らかにすると共に，世界遺産登録

地区における歴史的文化的価値の保全と地域社会の持続

的な発展の両立を目指した建築再利用の誘導方策につい

て論じている.その所見は以下の通り取りまとめられる.

(1)ユネスコが定めている世界遺産の類型，定義，評

価基準を整理すると共に，既往研究に基づき，一般に世

界遺産登録が地域社会に及ぼす影響と効果を整理した.

(2)近年の世界各地の都市の歴史的中心地における建

築再利用の類型と傾向を明らかにし，歴史的中心地にお

ける建築再利用が物的環境や地域の社会・経済に与える

効果やマイナス面の影響を整理した.

(3) 2008年7月に世界遺産に登録されたマラッカ市の

歴史的中心地の地区を対象に，その歴史的成り立ちと変



容を文献調査から整理した上で，独自の現地調査により，

人口等の統計資料が未整備な同地区における夜間人口，

昼間人口，及び人口に占める各エスニック・グループ。の

割合等の社会的特徴を明らかにした.

(4) 同地区内の建築物の用途や階数等の現況と建築再

利用の実態の調査を通じ，同地区に現存する 947棟の全

建築物の内 24.3%にあたる 230棟の建築物が再利用され

ている点に加え，大半が観光依存型の用途に再利用され

ている点を明らかにした.更に，再利用後の建築物を用

途，及び内部の空間構成の異なる観点から分析し，それ

ぞれの類型を示すことで，同地区における特徴と傾向を

整理した.

(5) 同地区での現地調査と現況分析の結果，明らかに

なった課題として，建築再利用が一部の街路に集中する

結果，観光化と経済活性化の影響が一部の区域に偏り，

他の区域で老朽化建築物の維持管理上の問題が顕在化し

ている点を指摘した.更に 付随する課題として 2000

年に策定された建築保存に関するガイドラインが，世界

遺産登録後の観光依存型の建築再利用の増加動向に対応

できていなし、点を指摘した.

(6)観光依存型の建築再利用の社会的な側面への影響

に関する調査として，同地区で実施した地元の居住者・

事業者と来街者へのアンケート調査の結果に基づき，世

界遺産登録後の動向に対する評価と課題の整理を行なっ

た.更に，世界遺産登録後の課題を解決するため，評価

結果と社会的ニーズに基づき 市場依存傾向にある現状

の建築再利用を行政主導による規制・誘導へと移行する

際の方針とガイドラインの代替案を提案し，類似の都市

に適用可能なエリアマネジメントの方策とガイドライン

の策定方法を提示した.

以上，要するに，本論文は，世界遺産登録が一般に地

域社会に及ぼす影響や効果と歴史的中心地における建築

再利用が地域の物的環境や社会・経済に与える効果やマ

イナス面の影響を整理した上で マレーシア・マラッカ

市の歴史的中心地における世界遺産登録地区での現地調

査に基づき，同地区の社会的特徴と建築再利用の実態を

明らかにすると共に，再利用後の用途や空間構成の特徴

を整理し，類型化を行った.また，観光依存型再利用が

増加する傾向を明らかにし，その傾向に関連した諸課題

を整理すると共に，アンケート調査を通じて地域の社会

的側面に及ぼす影響の評価を行い，その結果に基づき世

界遺産登録後の建築再利用の課題を解決するための方策

と汎用的なガイドラインの提案を行なっており，都市計

画学に寄与するところが大きい.

よって，本論文は博士(工学)の学位に値するものと

認める.
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論文内容の要旨

近年，バングラデシュ・ダッカ市等の発展途上国のE
大都市では，貧困層の増加とスラム等の貧困層の居住環

境の悪化が増大し，国連人間居住計画(国連ノ、ピタット)

を始めとする国際機関，地域自治体， NGO等の組織的な

貧困対策が進められている.しかしながら，貧困問題は

地域の社会・経済の構造的な要因に起因し，従来の貧困

層への経済的支援や居住環境の改善事業だけでは増幅す

る問題の解決につながらず，それぞれの地域社会に対す

る理解や貧困層の教育を伴う包括的な対策と貧困層のコ

ミュニティの自立的なマネジメントへとつなげていく方

策が求められている.

そこで，本研究では貧困層の増加が著しく，都市貧困

問題の観点から国際的にも着目されているダッカ市を対

象に，都市への人口統計分析や文献調査から貧困層が集

中する地域と集中の要因を整理した上で，貧困対策とス

ラムの居住環境改善に関するプロジェクト参加を通じた

フィールドワークと貧困層のコミュニティを対象にした

意識調査を通じて，スラムの居住環境の実態と現在実施

されている居住環境改善及び貧困緩和のプロジェクトの

課題を明らかにすると共に，貧困層コミュニティの自立

的なマネジメントを誘導する持続的なマネジメントの必

要性と方策について論じることを目的にしている.

本論文は，序論，本論，及び結論の 6章で構成されて

いる.

第 l章では序論として，研究の背景，ダッカ市の概要

と特徴，研究目的と方法について述べ，関連既往研究の

レビューと貧困層やスラム等の基本用語の定義を行い，

本研究の枠組みを明確にした.

第 2 章では， ダッ カ 市特別 市 域 (Dhaka City 

Corporation)を対象にした統計資料や文献資料から貧困

層の増加要因と集中傾向の実態を把握すると共に，貧困

対策プロジェクト実施の実態と課題を明らかにした.地

元研究機関の発表によると人口約 800万人の特別市域に

は， 4， 342地区のスラムがあり，スラムの居住人口は約
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253万人とされているが，スラムの分布を人口統計資料

の分析を通じて見た結果，①地方の農村部からダッカ市

特別市域に転入する貧困層の転出元は，ダッカ市南部の

農村域が最も多い点，②90の特別区で構成されるダッカ

市特別市域の内，市内外をつなぐ鉄道，パス，船舶の公

共交通のターミナルが立地する特別区に貧困層の人口が

集中する傾向にある点，③特別市域の南東部の区に貧困

層が最も集中しており，区域の 20%以上をスラムが占め

ている点，などを特徴として整理した.更に，国連ハピ

タットによる文献資料や既往研究に基づき，貧困対策や

スラムの居住環境改善を目的とする代表的な実施プロジ

ェクト群の対象や手法を整理し，現行プロジェクトの課

題として，プロジェクト実施区域が市域内外の各地に分

散する傾向にあり効果的でない点や，プロジェクト期間

終了後の施設の維持管理への配慮が欠けている点等を指

摘した.

第3章では，ダッカ市特別市域におけるインフォーマ

ルセクターの典型的な商業活動であり，貧困層の収入源

ともなっている露天商を取り上げ，同区域内の露天商集

中地区における現地調査とヒアリング調査に基づき，そ

のアクティピティの実態と管理上の課題を明らかにした.

更に，道路等の公共空間を非合法に占用する露天商に対

する強制撤去を主とする行政の取り締まりの実態から，

従来型の行政主導の管理の限界を指摘し，インフォーマ

ルセクターに対する意向調査に基づき，公共空間の管理

と貧困層の生活維持の両面から見た解決策として，イン

フォーマルセクターと行政との間の協調的なマネジメン

トの方策を提案した.

第4章では，ダッカ市特別市域のスラムの内，国連ハ

ピタットが実施する貧困緩和都市ノミートナーシッフ。フ。ロ

ジェクト(通称 UPPRP)の対象地区であり，比較的大規

模な Koril地区， Bauniya Bad D地区，及びE地区の 3

地区を対象に，インフラ整備等の物的環境面，福祉や教

育等の社会面，世帯の生活環境面の 3つの観点からの現

地調査と住民への意向調査を実施し，その結果に基づき，

スラム内部の居住環境の実態とプロジェクト実施上の課

題を明らかにした.特に，インフラ整備等のプロジェク

ト実施後の維持管理の欠落や住民への社会教育の不足等

の課題を指摘し，コミュニティ主体のマネジメントの必

要性について論じた.

第5章では，国連ハピタットによる UPPRPのプロジェ

クト実施への参加を通じ，プロジェクト実施過程を整理

した上で，現行プロジェクトの規模が大きく，実施段階

における住民参加が階層的な代表者参加方式であること

に起因する住民の理解不足がもたらす課題を指摘した.

更に，課題解決の方策として，ダッカ市の貧困層のコミ

ュニティの特徴を活かし，プロジェクトの規模を住民参

加に適正な規模とすることにより実現可能となる実施過

程への住民参加方策とインフラ等整備後の住民による主

体的なマネジメント方策を提案した.

最後に，第6章では上述までの章を通じて得られた知

見を総括した上で，ダッカ市の貧困層コミュニティの特

性を踏まえたコミュニティ主体の持続的な貧困マネジメ

ントの方策をまとめ，本論文の結論とした.

論文調査の要旨

アジアの発展途上国の急速な経済成長と人口増加は，

大都市における人口集中を加速すると同時に，貧困層の

増加をもたらし，スラムの増大や居住環境の悪化等の都

市問題を更に増幅させている状況にある.そのため，貧

困層が増加を続け，スラムを多く抱えるバングラデシ

ュ・ダッカ市等の大都市で、は，国連人間居住計画(国連

ハピタット)等の国際機関やNGO等の民間機関が貧困対

策やスラムの居住環境改善のための事業を展開している

が，現行の事業手法には限界があり，より効果的な居住

環境の改善と貧困緩和の方策が求められている.

本研究では，ダッカ市を対象にして，貧困緩和のプロ

ジェクトへの著者の参加を通じた現地調査と統計データ

の分析に基づき，岡市に貧困層が集中する要因と傾向を

整理した上で，スラム内部の居住環境の実態と現行の居

住環境改善及び貧困緩和のプロジェクトの課題を明らか

にすると共に，住民へのアンケート調査により得られた

知見に基づき，その課題を解決するために必要とされる

貧困層コミュニティによる自立的なスラムの居住環境の

改善と維持を誘導する持続的なマネジメントの方策につ

いて論じている.その所見は以下の通り取りまとめられ

る.

(1)統計データや文献資料に基づき，ダッカ市特別市

域(DhakaCi ty Corporation)における貧困層の増加要因

を整理した上で，貧困層が一部区域に集中する傾向にあ

る点を指摘すると共に，貧困層の集中区域とその発生要

因を明らかにした.

(2)貧困対策やスラムの居住環境改善を目的として同

市において近年実施されてきたプロジェクトの対象や手

法を整理し，現行プロジェクトの実施に関する課題，及

びプロジェクト終了後の居住環境の維持管理に関する課

題を明らかにした.

(3) ダッカ市の露天商集中地区における現地調査とヒ

アリング調査に基づき，貧困層の収入源ともなっている

インフォーマルセクターの商業活動の実態と管理上の課

題を明らかにした.更に，道路等の公共空間を非合法に

占用する露天商に対する行政の取り締まりの実態調査に

基づき，行政主導の管理の限界を指摘し，公共空間の管

理と貧困層の生活維持の両面から見た解決策としての協

調的なマネジメントの方策を提案した.

(4) 国連ノ¥ピタットが実施する貧困緩和都市ノ《ートナ

。。
門

i



ーシップフ。ロジェクト(通称 UPPRP)が実施された 3地

区を対象にした物的環境面，社会面，生活環境面のそれ

ぞれの観点からの現地調査と住民意向調査に基づき，ス

ラム内部の居住環境の実態とプロジェクト実施上の課題

を明らかにし，コミュニティ主体のマネジメントの必要

性について論じた.

(5)上記田PRPの実施現場の参加を通じ，プロジェク

ト実施過程と住民参加の方法を整理した上で，プロジェ

クトの規模と住民参加の現行方式に起因した住民の理解

不足に関わる課題を指摘した.更に，課題解決の方策と

して，ダッカ市の貧困層のコミュニティの特徴を活かし，

プロジェクトの適正規模への是正と実施過程への新たな

住民参加の仕組み，及びコミュニティによる主体的なマ

ネジメントの方策を提案した.

以上，要するに，本論文は，貧困層が増加を続け，ス

ラムが増大するバングラデシュ・ダッカ市を対象に，貧

困層の増加と集中の傾向及び要因を整理した上で，貧困

緩和やスラムの居住環境改善のプロジェクトの課題を明

らかにすると共に，貧困社会と密接に関係するインフォ

ーマルセクターの商業活動の実態調査に基づき，その活

動に対する管理上の課題とその解決策を提示した.また，

国連人間居住計画が実施する貧困緩和プロジェクトの対

象地区におけるケーススタディを通じて，スラム内部の

居住環境の実態とプロジェクト実施過程の課題を明らか

にした上で，その課題解決に向けた方策として，貧困緩

和プロジェクトの適正規模への是正，コミュニティの特

性に応じた住民参加の仕組み，及び住民主体の持続的な

マネジメントの導入について論じており，都市計画学に

寄与するところが大きい.

よって，本論文は博士(工学)の学位に値するものと

言恋める.
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論文肉容の要旨

近年，韓国や日本を始めとするアジアの主要都市の臨

海部や河川沿岸等のウォーターフロントにおける大規模

開発は，工業化の国家政策に基づき港湾機能や物流機能

の強化を担う段階から，産業構造の変化に伴う商業機能

や居住機能への転換の段階を経て，都市間競争や地区間

競争が激化する中，自治体独自の都市戦略に基づき，新

たな知的産業の誘致や集客施設の立地等の社会的ニーズ

の受け皿を担う段階へと変遷してきている.加えて，こ

れまでの近代化の過程で埋立てられたり，暗渠にされて

きた水辺空間を市街地に近接した親水空間として再生す

ることにより，周辺市街地の居住環境の向上や土地の価

値向上を意図したウォーターフロントの再生計画も着目

されてきている.

しかし， 日本や韓国に共通する課題として，市街地に

近接するウォーターフロントの開発や再生を契機とした

周辺地区や埋立地内の市街地整備は，それぞれの自治体

の都市政策に基づきながらも，その手法は容積率・建蔽

率や建築物の高さ制限の緩和等による高層高密度開発の

誘導が一般的である点が挙げられ，市街地形成を伴うウ

オーダーフロントの開発や再生が進む地区において，ウ

ォーターフロント本来が持つ自然環境や景観上の優位性

を損ない，逆に市街地環境の悪化が進むことも懸念され

る.

本研究では，こうした近年のウォーターフロントの開

発傾向に対する課題を踏まえ，アジアの主要都市におけ

る臨海部や河川のウォーターフロント開発動向を概括し，

日本と韓国における近年の臨海部の埋立て事業，河川沿

岸の開発事業，河川の復元事業の代表事例に関するケー

ススタディを通じて，市街地形成を伴うウォーターフロ

ント開発に対する都市計画制度上の課題や居住環境へ影

響の課題を明らかにした上で，課題解決に向けた整備手

法とその考え方を提示することを目的としている.本論

文は，序論，本論，及び結論の 6章で構成されている.

第 1章では序論として，研究の背景，目的，対象及び

方法について述べると共に，既往研究のレビューに基づ

き，ウォーターフロント開発に関わる用語を定義し，本

研究の位置づけを明確にした.

第 2章では，臨海部を対象にしたウォーターフロント

開発を取り上げ，埋立て事業を中心とする近年のアジア

主要都市の臨海部開発を概括すると共に，日本と韓国に

おける関連法制度をレビューし，共通点や相違点を整理

した.次に，市街地に近接した臨海部での埋立て事業を

進めてきた港湾都市の例として 福岡市を対象にしたケ

ーススタディを通じ，臨海部の開発計画の課題を明らか

にした.同市における近代港湾計画は， 1916年の博多港

築港計画に始まり，第 1次から 6次に亘る博多港港湾整

備 5か年計画と 2001年に改訂された港湾計画があるが，

計画書や関連文献の調査に基づき 埋立て事業等の実施

による臨海部開発の段階的変遷を 6つの時代区部により

把握し，各時代区分の特徴と課題を明らかにした.岡市



の事例にも見られるように，近年の臨海部埋立て事業に

基づく開発計画は，土地利用が複合化し，事業期間が長

期化する傾向にあることから，そうした新たな傾向に対

する課題として，周辺市街地の都市計画との整合や長期

的事業のマネジメントの必要性を指摘した.

第3章では，河川沿岸を対象にしたウォーターフロン

ト開発を取り上げ，近年の代表的事例としてソウル市に

おける漢江ルネサンス事業を対象にしたケーススタデ、イ

を通じ，河川沿岸における都市施設整備を伴う開発計画

の課題を指摘した.ケーススタディでは，まず，漢江の

開発計画の経緯を理解するために，漢江沿岸と周辺地域

の開発計画を体系的に整理し 各時代の社会的背景に照

らしながら開発事業の特徴と周辺地域の市街地整備に及

ぼす課題を指摘したこれまでと政策的な背景や計画条

件が異なる中で近年進められている漢江ルネッサンス事

業と周辺市街地や交通ネットワークとの関係を分析した

結果に基づき，河川沿岸の大規模な開発計画が周辺市街

地に及ぼす影響と景観，交通アクセス等の観点から見た

計画課題を指摘した.

第4章では，河川復元を対象にしたウォーターフロン

ト再生を取り上げ代表例としてソウル市清渓川復元事

業のケーススタディを行い，都市計画の観点から見た河

川復元事業に対する課題を明らかにした.清渓川復元事

業は，計画から竣工まで4年という短期間に実施されな

がらも，様々な都市計画上の変更を伴う複雑な計画であ

るが，文献調査や市行政へのヒアリングにより同事業に

伴う市街地整備に対する都市計画上の対応を体系的に整

理し，同事業を契機に策定されたソウル市都心部発展計

画と清渓川周辺地域管理計画における周辺市街地の整備

手法の特徴を明らかにした.

第5章では，前章で取り上げた 3事例のそれぞれの計

画課題を踏まえ，ウォーターフロント開発が周辺市街地

に及ぼす影響を概括した.更に，詳細な市街地整備手法

の検討を行うために，清渓川復元事業の周辺市街地を対

象にし，同事業に伴う周辺市街地の開発計画に基づく開

発予測モデ、ルを作成し，天空率を居住環境の代表指標と

したシミュレーションを用い 現行の開発計画により誘

導される高容積開発の居住環境に対する影響を明らかに

した.また， 4つの異なるタイプの市街地整備方針と建

築形態規制を含むガイドラインに基づく開発予測モデル

を作成し，それぞれの居住環境への影響を比較評価する

ことにより，高容積開発に対するガイドラインの有効性

を検証し，その結果に基づき，市街地に隣接した河川復

元等の開発計画が備えるべきガイドラインの考え方を提

示した.

最後に，第6章では上述までの章を通じて得られた知

見を総括すると共に，市街地形成を伴うウォーターフロ

ント開発が備えるべき市街地整備手法とガイドラインの

考え方をまとめ，本論文の結論とした.

論文調査の要旨

都市のウォーターフロント開発は，都市近代化の過程

における各時代の政策と制度に基づき開発事業が進めら

れてきた近年，日本や韓国では，都市閑競争や地区間

競争が激化する中 自治体独自の都市戦略に基づき開発

が進められているが，事業が大規模化，複合化する傾向

にある.特に，市街地に近接するウォーターフロントの

開発や再生では，事業を契機として周辺地区や埋立地内

の市街地整備を伴うものが多く，各自治体独自の都市政

策に基づきながらも，その手法は規制緩和による高層高

密度開発の誘導が一般的であり，景観や居住環境の悪化

への影響が懸念される.

本研究では，近年のアジア主要都市における臨海部や

河川等のウォーターフロント開発の動向を概括した上で，

アジアの中でも臨海部の近代港湾計画や河川沿岸の開

発・再生の先進地である日本と韓国における近年の臨海

部の埋立て事業，河川沿岸の開発事業，河川の復元事業

の代表事例に関する現地調査と文献調査によるケースス

タディを通じ，都市計画上の課題や居住環境へ影響の課

題を明らかにし，課題解決に向けた開発計画と整備手法

の考え方について論じている.その所見は以下の通り取

りまとめられる.

(1)近年のウォーターフロント開発の動向をレビュー

した上で，日本と韓国におけるウォーターフロント開発

の関連法制度の整理とウォーターフロント空間の変遷と

類型に関する整理を行った.

(2)市街地に近接した臨海部で埋立て事業を進めてき

た港湾都市の例として，福岡市を対象に，過去の港湾計

画に関する文献調査と現地調査に基づき， 1916年以降の

近代港湾計画の歴史を整理した上で，埋立て事業を中心

とした臨海部開発の段階的変遷を 6つの時代区分により

把握し，各時代区分の特徴と課題を明らかにした.また，

近年の臨海部埋立て事業に基づく開発計画が土地利用の

複合化や事業期間の長期化の傾向にあることを示し，そ

の傾向に関連する課題を指摘すると共に，課題解決のた

めの長期的事業のマネジメントの必要性について論じた.

(3)河川沿岸のウォーターフロント開発の代表例とし

てソウル市の漢江ルネサンス事業を対象にしたケースス

タディにおいて，河川沿岸と周辺地域の開発計画を体系

的に整理し，各時代の社会的背景に照らした開発事業の

特徴を整理した上で，交通アクセスと景観の観点から見

た河川沿岸における大規模開発の課題を明らかにした.

(4)河川復元の代表例としてソウル市の清渓川復元事

業を取り上げ，同事業が短期間に実施された特殊性を踏

まえた上で，都市計画変更を伴いながら施行された周辺

市街地の整備計画を体系的に整理し，同事業を契機とす

。。



る市街地整備手法の特徴を明らかにし，高層化を誘導す

る都市計画変更が居住環境にもたらす課題を指摘した.

(5)清渓川復元事業の周辺市街地を対象にした計画規

制代替案ごとの開発予測モデ、ルとそれぞれのモデルに対

する天空率を指標とする開発影響予測のシミュレーショ

ンを用い，高容積開発の居住環境に対する影響を明らか

にした.

(6) 市街地形成を伴う様々なタイプのウォーターフロ

ント開発が周辺市街地に及ぼす影響とその影響を緩和さ

せる手法を整理した上で，高容積開発に対する建築物の

形態規制を含めたガイドラインの有効性に関する検証結

果に基づき，市街地に隣接したウォーターフロントの開

発計画が備えるべき市街地整備手法としての建築形態規

制・誘導等のガイドラインの考え方を提示した.

以上，要するに，本論文は，日本と韓国におけるウォ

ーターフロント開発に関わる関連法制度を整理した上で，

市街地に隣接する臨海部を有する福岡市の港湾計画と，

ソウル市の河川沿岸開発と河川復元の先進例である漢江

の整備事業と清渓川復元事業でのケーススタデ、ィを通じ，

それぞれの開発計画や事業の特徴を明らかにすると共に，

市街地形成を伴うウォーターフロント開発の課題として，

埋立て事業の長期化と複合化の傾向に関連する課題，河

川沿岸開発に対する交通アクセスと景観上の課題，及び

市街地内河川の復元事業を契機とした周辺市街地の都市

計画変更が居住環境に及ぼす影響の課題を指摘した.ま

た，高容積開発に対する建築物の形態規制を含めたガイ

ドラインの有効性に関する検証結果に基づき，課題解決

のために市街地形成を伴うウォーターフロントの開発計

画が備えるべきガイドラインの考え方の提案を行なって

おり，都市計画学に寄与するところが大きい.

よって，本論文は博士(工学)の学位に値するものと

認める.
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論文内容の要旨

韓国において，経済高度成長に伴って首都圏への人口

集中は 1970年代から始まり， 2007年までソウルを中心

とする地域に居住している人口は，全国人口の約 49%に

達しており，首都圏に深刻な住宅不足の問題を引き起こ

した.このような状況の中で，韓国政府は首都圏の住宅

不足を解消するために， i新都市Jの建設を進めた.1989 

年から 1996年までソウル周辺だけで、5つの首都圏新都市

が建設され，さらに現在，第2期新都市として首都圏域

内の 10ヶ所で、新都市の計画と建設が行われている.首都

圏の新都市開発は，地域の都市構造や人口移動にもたら

す影響が大きく，住環境にも大きな変化をもたらしてい

る.

本研究では，韓国首都圏第 l期と第 2期新都市開発事

業を研究対象として，新都市のマスタープランや人口統

計資料等の分析を通して，新都市開発プロセスの特徴と

問題点を明らかにし，新都市開発に伴う人口移動の傾向

及び要因を把握すると同時に，新都市に転居した後の児

童日常生活行動に着目し，転居前後の地域における児童

の教育環境と行動範囲の差異を分析することによって，

今後の新都市開発の在り方及び都市施設の計画に具体的

な示唆を与えることを目的としている.

本論文は， 5章で構成されている.

第 1章では序論として，研究の背景，目的，論文の構

成を示すとともに，既往の研究から本研究の位置づけに

ついて述べた.

第2章では，第 1期と第2期首都圏新都市の開発フ。ロ

セスに着目し，首都圏新都市の開発背景，構想、・理念，

土地利用・住宅供給計画，土地取得及び補償方法などを

体系的に整理することによって，第 1期と第 2期新都市

の開発方式の変化及び問題点を明らかにした.具体的に

は，新都市開発プロセスを「開発予定地域の指定J，i開

発及び実施計画J，i竣工及び管理jの3段階に区分して，

両開発時期のマスタープランや実施計画などを基に比較

分析を行った.まず開発予定地域の指定段階では，開発

地域の多くは農地または集落地で、あったため，土地収用

と補償をめぐる開発側と住民側との摩擦は大きい.特に

経済力の差によって，元住民にとって新都市地域への入

居が厳しく，居住地域や住宅形式も限定されるなどの問

題が顕在していると指摘したまた，開発及び実施計画

段階では，新都市開発の目的は第 1期の単なる住宅供給

から，第2期の地域拠点、都市としての性格を持つ自己完

結型の開発方式に変わっており，さらに竣工及び管理段

階では，新都市の開発と管理の主体が異なり，都市施設

の長期的な維持管理が困難であることを明らかにした.

第 3章では，首都圏新都市の開発期間を中心に首都圏

全域の人口転入・転出の傾向を把握した上で，新都市地

域を含む母都市を対象として，新都市への人口移動の特

徴を明らかにした.その結果，第 1期首都圏新都市の新

住民の殆どは， ソウルからの転居者であり，第 l期首都



圏新都市開発はソウルの都市人口をソウルの周辺地域に

分散させる役割を果たしていることが明らかとなった.

また，第 1期首都圏新都市の新住民入居完了から約 12

年 (1996年'"'-'2008年)の間，首都圏の人口移動は， 首

都圏新都市の属している母都市及び母都市と隣接してい

る都市に偏っていることがわかった.さらに，各母都市

における人口の増加は，新都市の配置形態によって異な

り，母都市の旧市街地と隣接する場合は，人口の急速な

上昇がみられたが，独立な配置形態を持つ新都市では人

口の上昇は緩やかで，長期にわたっていることが明らか

となった.

第4章では，学歴社会といわれている韓国においては，

住宅地を選択する際に児童の早期教育環境が最も重視さ

れているという現状に着目し，新都市への転居前後の地

域として，ソウル江南(ガンナム)区と，入居済みの第

I期首都圏新都市の中でソウルの中間層の転居が多かっ

た盆唐(ブンダン)首都圏新都市を取り上げて，児童に

対するアンケート調査の結果に基づき，転居前後の地域

及びそれぞれの中心部と郊外部における児童教育環境の

差異を明らかにした.新都市の中心部及び郊外部におい

ては，転居前の地域に比べて，住環境の一律化が激しく，

私費教育に費やしている時間が長い.また，新都市の中

心部に居住している児童の学校や私費教育施設への移動

時間が短く，移動手段は徒歩が多いなど，行動範囲は狭

くなったことに対して，郊外に居住している児童の行動

範囲が広く，移動に費やしている時間も長く，転居前に

比べてほぼ変わらないなど，児童の日常生活行動におけ

る地域間の相違を明らかにし，児童に均等な生活環境及

び教育機会を提供するために，新都市の施設配置計画に

工夫が必要であると指摘した.

第5章では，本研究で得られた結果を総括し，まとめ

としている.

論文調査の要旨

韓国において，高度経済成長に伴って首都圏への人口

集中は 1970年代から始まり， 2007年までソウルを中心

とする地域に居住している人口は，全国の約49%に達し

ており，首都圏に深刻な住宅不足の問題を引き起こした.

このような状況の中で，韓国政府は首都圏の住宅不足を

解消するために， r新都市Jの建設を進めた. 1989年か

ら1996年までソウル周辺地域だけで5つの首都圏新都市

が建設され，さらに現在第2期新都市として首都圏域内

の 10ヶ所で新都市の計画と建設が行われている.首都圏

の新都市開発は，地域の都市構造や人口移動に与える影

響が大きく，住環境にも大きな変化をもたらしている.

本研究では，韓国首都圏第 1期と第2期新都市開発事

業を研究対象として，新都市のマスタープランや人口統

計資料等の分析を通して，新都市開発フ。ロセスの特徴と

問題点を明らかにし，新都市開発に伴う人口移動の傾向

及び要因を把握すると同時に，新都市に転居した後の児

童日常生活行動に着目し，転居前後の地域における児童

の教育環境と行動範囲の差異を分析することによって，

今後の新都市開発の在り方及び都市施設の計画に具体的

な示唆を与えることを目的としている.

その所見は以下の通りまとめられる.

( 1 )首都圏新都市の開発背景，構想・理念，土地利用・

住宅供給計画，土地取得及び補償方法などを体系的に整

理することによって，第 l期と第2期新都市の開発方式

の変化及び問題点を明らかにした.具体的には，新都市

開発プロセスを「開発予定地域の指定J，r開発及び実施

計画J，r竣工及び管理Jの3段階に区分して，両開発時

期のマスタープランや実施計画などを基に比較分析を行

った.まず開発予定地域の指定段階では，開発地域の多

くは農地または集落地で、あったため，土地の収用と補償

をめぐる開発側と住民側との摩擦は大きく，特に経済力

の差によって，旧住民にとって新都市地域への入居が厳

しく，居住地域や住宅形式も限定されるなどの問題が顕

在していると指摘したまた，開発及び実施計画段階で

は，新都市開発の目的は第 1期の単なる住宅供給から，

第2期の地域拠点都市としての性格を持つ自己完結裂の

開発方式に変わっており，さらに竣工及び管理段階では，

新都市の開発と管理の主体が異なり，都市施設の長期的

な維持管理が困難であると指摘した.

(2)首都圏新都市の開発期間を中心に首都圏全域の人

口転入・転出の傾向を把握した上で，新都市地域を含む

母都市を対象として，新都市への人口移動の特徴を明ら

かにした.その結果，第 l期首都圏新都市の新住民の殆

どは， ソウルからの転居者であり，第 l期首都圏新都市

開発はソウルの都市人口をソウルの周辺地域に分散させ

るために重要な役割を果たしていることがわかった.ま

た，第 1期首都圏新都市の新住民入居完了から約 12年

(1996年'"'-'2008年)の間，首都圏の人口移動は， 首都

圏新都市の属している母都市及び母都市と隣接している

都市に偏っていることを明らかにした.さらに，各母都

市における人口の増加は，新都市の配置形態によって異

なり，母都市の旧市街地と隣接する場合は，人口の急速

な上昇がみられたが，独立な配置形態を持つ新都市では

人口の上昇は緩やかで，長期にわたっていることがわか

った.

(3)学歴社会といわれている韓国においては，住宅地

を選択する際に児童の早期教育環境が最も重視されてい

るという現状に着目し，新都市への転居前の地域として

ソウル江南(ガンナム)区と，入居済みの第 1期首都圏

新都市の中でソウルからの転居者が多かった盆唐(ブン

ダン)新都市を取り上げて，児童に対するアンケート調

査の結果によって，転居前後の地域及びそれぞれの中心

っ，u



部と郊外部における児童教育環境の差異を明らかにした.

新都市の中心部及び郊外部においては，転居前の地域に

比べて，住環境の一律化が激しく，私費教育に費やして

いる時間が長い.また，新都市の中心部に居住している

児童の学校や私費教育施設への移動時聞が短く，移動手

段は徒歩が多いなど，行動範囲は狭くなった.これに対

して郊外に居住している児童の行動範囲が広く，移動に

費やしている時間も長いなど，児童の日常生活行動にお

ける地域聞の相違を明らかにし，児童に均等な生活環境

及び教育機会を提供するために，新都市の施設配置計画

に工夫が必要であると指摘した.

以上のように，韓国首都圏新都市開発に関わる研究成

果として，第 1期と第2期首都圏新都市開発事業を比較

分析し，新都市開発フ。ロセスの特徴と問題点を明らかに

した上で，新都市開発に伴う人口移動の傾向及び要因を

把握すると同時に，転居前後の居住地域における児童の

教育環境と行動範囲の差異を示すことにより，今後の新

都市開発の在り方及び都市施設の計画に関する重要な知

見を得た.よって，本論文は都市計画学に寄与するとこ

ろが大きく，博士(人間環境学)の学位に値するものと

認める.
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論文内容の要旨

本研究は，有明海沿岸地域において近世以降成立した

新田村落の形成原理を明らかにしようとするものである.日

本最大の干満差を有する有明海の沿岸地域には，干拓進

展に合わせ多様な形態をもっ村落が形成されている.ここ

では，干拓村落の形成と変容のプロセスについて注目し，

近世以降の社会状況のもと，干拓村落に何が求められ，ど

のような意図のもと実態としての居住空間が成立しているか

分析を行なっている.

本論文は，研究の概要を述べる序章以下，総括の7章ま

で，計8つの章で、構成されている.

1章では，全国的に新田開発へと傾倒する近世の社会状

況に注目する.既往研究において，新田開発及び新田村が

どのように扱われ，論究されてきたかを概観し，当該地域で

の干拓村落を論じるための予備知識とする.さらに新田開発

と村落形成の関連について，他地域における研究事例をも

とに，形態と計画原理の介在に関して整理と位置づけを行

なった.

2章では，有明海沿岸地域における近世以降の新田開発

の状況を取り上げる.前半では，主に干拓に関わる施策や

築堤技術を扱い，当該地域の空間構造を支える仕組みとし

て位置づけた.さらに後半では，実際に当該地域に成立し

た干拓村落の特性について横断的な分析を試みている.当

該地域を 14地区に分け，地区毎の居住地分布及び変遷の

過程を明らかにした.それにより，当該地域における干拓進

展と地域的差異の傾向をつかむとともに，具体的な事例検

討を行なう次章以降に向けた足掛かりとしている.

3章・4章・5章では，具体的な地区を対象とした事例検討

より，干拓村落の空間特性及び形成・変容のプロセスにつ

いて検証を行なった.事例の選定に関しては， 2章の分析よ

り得られた知見をもとに，近世以降の干拓進展状況及び，社

会構造に対照的な特徴が現れる3地区を選定している.

事例検討を行なうにあたり，フィールドワークにもとづく現

状の空間分析に加え，時間的視点を入れた変容のプロセス，

集住を可能にする居住システムの解明を試みている.これ

は，当該地域の村落形成が近世を通じた干拓進展プロセス

との関連を切り離して考えることが出来ず，集落改変のプロ

セスや耕作地獲得の仕組みに，居住空間としての特性が現

れていると考えるからである.

3章では，福岡県南部，柳川市両開地区における干拓村

落の事例検討を行なった.旧柳川藩領である両開地区は，

地区の大部分が近世以降の干拓により成立した干拓地であ

る.成立した居住地は，鱗状に展開する干拓堤防に沿って

列状の特徴的な集落形態をとる.これらは干拓進展とともに

段階的に形成されたが，個別の集落に注目すると，堤防規

模と屋敷配置との関係に異なる特徴がみられた.こうした空

間的差異を生み出す背景と居住空間としての列状村につい

て分析を行なった.

4章では，佐賀県南東部，佐賀市川副地区における干拓

村落の事例検討を行なった.旧佐賀本藩直轄のもと干拓進

展を遂げた川副地区では，筑後川下流の潮汐作用と相まっ

て広大な干拓地が形成されている.しかし，近世以降の干

拓地内に居住地が形成されておらず，中世末に成立した1

つの集落が巨大塊村へと変容を遂げている.巨大塊村は，

複数の小集落の集合体により成り立っており，ここでは旧堤

防を根拠として成立した小集落の空間特性を読み解くことで，

巨大塊村成立へと至るフ。ロセスを分析した.また，川副地区

は， 1つの集落の拡大が地区の形成に大きく寄与している

希有な事例であり，干拓進展プロセスと巨大塊村形成との関

連について考察を行なっている.

5章では，佐賀県南部，小城市芦刈地区における干拓村

落の事例検討を行なった.芦刈地区は，旧佐賀藩領小城支



藩により統治が行なわれた自治領内に位置している.ただし，

新規の干拓にあたっては佐賀本藩による影響がみられ

る.現在複数の塊村が分布する芦刈地区では，旧堤防を根

拠とした小規模列状村が拡大し，塊村へと変化を遂げてい

る.そこには，単純な屋敷の増加にとどまらず，集落空間の

改変が行なわれている.5章では，干拓進展との関連から地

区の変遷及び集落形態の変容プロセスを読み解いている.

6章では同種の地理条件のもと異なる展開を遂げた3地区

の空間構造について比較考察を行なった.3地区の差異を

構造的に読み解くにあたり，生産域を含む村落と居住空間

で、ある集落としち異なる2つのレベルで比較している.そして，

干拓地の居住空間に求められる共通原則と，村落形態の差

異を創り出す要因について考察を行なっている.

総括となる7章では，各章の分析結果をもとに本論文の結

論として，有明海沿岸地域における干拓村落の形成原理を

まとめた.そして，近世の新田開発が居住地形成に果たした

役割について論じた.

論文調査の要旨

日本最大の干満差を有する有明海の周辺部には広大な

干拓地が形づくられており，その形成過程が歴史地理学分

野を中心に検討されてきた.ただし，それらは主として農地

開発の展開に限定される傾向にあった.一方で，この地域

では塊村や列状村や散村などの多様な集落形態がみられ

るが，その要因についてはこれまで必ずしも明らかにされて

こなかった.

本研究は，そのような有明海沿岸地域の村落形態の形成

原理を実地調査や史資料分析にもとづいて解明しようとした

ものであり，その際，農地を含めた広域的構成と，居住域に

焦点をあてた集落内部の構成という，スケールの異なる視点

から分析を行なっている.

筆者はまず，これまでの新田開発に関する研究を概観し，

新田開発は近世以降に全国的に展開するようになるが，東

日本の開発が河川沿岸や内陸平野を中心とするのに対し，

西日本では干潟干拓による新田開発に傾倒しており，有明

海沿岸地域はそのもっとも顕著な事例であることを示した.

さらに，全国的にみれば日本の新田村落には多様な形態が

存在するものの，それらは地理的条件の違いによるところが

大きく，共通の条件下にある有明海沿岸部において多様な

集落形態が見られるのはむしろ特異であることを指摘し，本

論部分への導入としている.

本論にあたる具体的分析は，旧柳川藩領の両開地区， I日

佐賀藩領の川副地区，さらに佐賀藩の支藩である旧小城藩

領の芦刈地区の3地区を対象に行なっている.それらは，集

落形態がそれぞれ列状村，大規模塊村，小規模塊村と異な

っており，また，両開地区では新規干拓地内に集落が立地

するのに対し，川副地区と芦刈地区では集溶が近世前期の

堤防の内側に立地し，干拓地の側には集落がほとんど存在

しない.筆者は，これらの地区を干拓の進展と居住地形成の

プロセス，さらに社会的背景に着目して分析し，それを比較

考察することによって，以下のような見解を得た.

(1)柳川藩の両開地区では， r拝領開jと呼ばれる藩士によ

る開発から藩直営事業へと展開しており，それらでは新規入

植地を新開地の中に形成している.その際，開発前まで堤

防だ、った部分が屋敷地となるため，列状の集落形態となる.

それが繰り返されることにより，列状村が鱗状に並ぶ独特の

地域が形成された.

(2)佐賀藩では，村受干拓によって増反型の農地拡大が行

われており，入植による新しい集落は形成されず，代わりに

旧来の集落が膨張する.城下町直下の川副地区では，近世

後期に藩主導の大規模な干拓が行われ，それに伴う人口増

加によって分村が発生し，さらに集落の隙聞を埋める形で

居住域が発展した.そして，明治期に至ってそれが一層拡

大し，巨大塊村としての犬井道集落が形成された.

(3)小城藩で、は，佐賀本藩同様に村受干拓によって農地拡

大が行われており，新規入植が行われず，元来は列状であ

った小規模な集落群がそれぞれ塊村へと変貌した.ただし，

それらの集落はいずれも小規模で，犬井道のような突出し

た巨大塊村は出現していない.これは，川副地区のような藩

主導の大規模干拓事業が行われなかったことによる.

(4)3地区の領域構成を構成員の所有地の広がりでみると，

まず両開地区では1つの列状集落の所有農地は直下の鱗

状農地でほぼ完結しており，他の農地へと分散しない.それ

に対し，川副地区および芦刈地区では1つの集落の所有耕

地がまとまらず，複数の鱗状農地に分散する.これは，新規

入植によって耕作地と集落とが一体的に形成された両開地

区に対し，川副地区および芦刈地区では村受干拓であるこ

とによって農地が事業の度に参加農民に均等配分され，そ

の所有が継承されたためと考えられる.

(5)居住域の空間構成を比較すると，間開地区の東六十丁

集落では旧堤防上に立地する屋敷の構成が卓越しており，

それ以外の場所では同様の屋敷構えを形成していなし、.そ

れに対し，芦刈地区の弁財集落では，拡大部分の屋敷も旧

堤防上の屋敷とほぼ同様の屋敷構えを獲得している.犬井

道集落の野村でも，旧堤防上以外の部分で堤防上の屋敷と

同等な屋敷構成が成立している.ただし，それ以外の構成

も混在しており，それらは商庖・海苔養殖業といったような生

業ごとに類型される.このように，居住域の構成にはそれぞ

れの社会構造や形成過程が反映されている.

以上のように本論文は，ともに旧堤防上を立地の手掛かり

としながらそれぞれ異なる村落形態へと展開した3つの地区

を対象に，そのフ。ロセスを広域的視点と集落形成の視点か

ら描き出すことによって，これまで明確な説明が得られてい

なかった有明海沿岸地域における集落形態多様性の要因

の一端を解明している.また，それによって新田村落の形成

原理に関する新たな知見を提示するに至っており，建築計
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画学および農村計画学に寄与するところが大きい.

よって，本論文は博士(工学)の学位に値するものと認め

る.
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地球温暖化防止のため，先進国の温室効果ガス排出量

を法的拘束力のある数値目標で規制する京都議定書が

2005年に発効した.日本もこの議定書に批准しており，温室

効果ガス排出量を 2008年から 2012年の間に 1990年比で

6%削減することが義務付けられている.しかし， 2007年度

の温室効果ガス排出量は基準年(1990年)比で 8.7%増，目

標達成には現状から約 15%の削減を行なう必要がある.我

が国の温室効果ガス排出量を産業，民生，運輸の部門別に

見た場合，産業部門はオイルショック以後，省エネルギーに

取り組み，温室効果ガス排出量を抑制してきた.民生部門

の半分を占める家庭部門は生活の利便性・快適性の追求，

世帯数の増加等の社会構造変化により，温室効果ガス排出

量は産業部門に比べて著しく増加しており，早急な対策が

必要とされている.我が国の場合，排出される温室効果ガス

の大部はエネルギー源としての化石燃料の燃焼に伴う二酸

化炭素である.この点で，温室効果ガス排出量の削減はエ

ネルギー消費量の削減と同義で、ある.ガスから原料となる水

素を取り出し，高効率で、電気・熱エネルギーとして利用する

国体高分子形燃料電池は「革新的なエネルギー高度利用

技術」として開発・普及が推進されており，家庭部門におけ

るエネルギー消費量を削減する省エネ機器として注目され

ている.本論文は，増加する家庭部門で、のエネルギー消費

量削減を主眼とし，電気と熱(給湯)を同時供給する国体高

分子形燃料電池(PEFC・CGS)の省エネルギー性能を他の

住宅設備機器との比較により明らかにするとともに，より効率

的な利用方法を提案したものである.本論文は以下の 5章

より構成される.

第 1章では，研究の背景，目的及び論文構成について述

べた日本のエネルギ一事情と PEFC-CGSの概要を紹介し，

本研究の意義を明らかにした

第2章では， PEFC-CGS等の住宅設備機器を導入した場

合の省エネ効果・費用対効果を明らかにするため，戸建住

宅における l次エネルギー消費量， C02排出量，及び光熱

費を算出するシミュレーションフ。ログラムの構築を行なった.

機器導入による省エネ効果の検討には，家族構成や行動

パターン，使用機器や空調方法などの条件設定が明確であ

るとともに，現実に即した負荷データが必要となる.はじめに

生活スケジュール自動生成プログラムによって作成した家族

構成・行動パターンを基に，実際の住宅で、行ったエネルギ

一実測調査結果を用いて給湯需要，調理負荷，使用機器

や空調方法などを精査し，地域別の戸建住宅における電

力・給湯負荷データを作成した.次に検討対象である

PEFC・CGSと，その比較対象である固体酸化物形燃料電池

コージェネレーションシステム(SOFC-CGS)，ガスエンジン

マイクロコージェネレーションシステム(GE-μCGS)，自然冷

媒ヒートポンフ。給湯機(C02・HP給湯機)の 4種の運転シミュ

レーションプログラムを作成した.

第 3章では，構築したシミュレーションフ。ログラムを用いて，

PEFC-CGSの省エネ効果・光熱費削減効果を他の住宅設備

機器との比較により，札幌，仙台，新潟，東京，福岡の 5地

域で検討した.電力負荷を系統電力，給湯負荷をガスボイラ

ーによって賄う方式を従来方式とし，機器導入による省エネ

効果を従来方式からの削減率，光熱費削減効果を従来方

式からの削減額として示している.PEFC-CGSを導入した場

合，年間 1次エネルギー削減率は 11'"'-'12%となり大きな地

域差は見られず，削減量としてみた場合には負荷の総量が

大きい高緯度地域ほど効果が高くなる.年間 CO2排出量削

減率は 1'"'-'12%であり，電力の CO2排出係数が電力事業者

によって大きくことなるため地域差が大きく，札幌で最も高く，

福岡で最も低くなる.光熱費削減額は各ガス供給事業者の

料金設定が異なるため，地域差が大きく 3'"'-'10万円の削減

となった.PEFC・CGSよりも早い時期に市場投入された GE-

μCGSや CO2・HPと比較すると，省エネ効果は概ね

PEFC-CGSの方が高し、ものの，光熱費削減額はCO2・HPに

及ばず，高額な本体価格を考慮すると消費者が導入を検討

しにくい.これは機器性能が PEFC・CGSよりも高い

SOFC・CGSにも当てはまることであり，現状では補助金の増

額等の政策による後押しがなければ普及は困難である.し

かし，機器の運転状況に目を向けた場合， PEFC・CGSの実

質総合効率(投入エネルギーに対して実際に利用で、きた電

力と熱エネルギーの比率)は 60%以下であり，定格効率が

約 80%であることを考えると，現状では機器の性能を充分に

発揮できていない.よって，システム構成に改善を施すこと

によって実質総合効率を定格値に近づけることができれば，

省エネ効果を向上させることが可能で、ある.

第 4章では， PEFC-CGSの省エネ効果・費用対効果向上

を目的とし， PEFC-CGSを更に高効率で利用するための有

効利用方法の検討を行った.貯湯槽容量を拡張し，発電時



に発生した余剰電力を電熱ヒータにより給湯に利用した場

合，実機と比較して， 1次エネノレギー削減率が 7""'8%向上

し，年間9，000円""'16，000円の光熱費を削減することが可

能となる.また，燃料電池によって発電された電力の逆潮流

が可能と仮定した場合では，貯湯槽容量の増大に伴う定格

運転時間の増加，余剰電力の逆潮流分の加算により，実機

と比較して年間 1次エネルギー削減率が 15%前後向上する.

逆潮流の買取価格を現行の太陽光発電のものと同じとした

場合，買取価格が系統電力からの買電価格の約 2倍である

ことも影響し，年間光熱費削減額は実機の倍以上となり，耐

用年数(10年)以内で、のイニシャルコストの回収が可能とな

る.更に l台の PEFC・CGSを2""'3世帯で共有する方法を

検討した結果，共有世帯数が増えることで 1台の

PEFC-CGSが削減できる 1次エネルギーは年間で 10"'"

20GJ多くなり，共有しない場合と比較して 2""'3倍の削減量

となった.光熱費は， 2世帯共有の場合に札幌で年間約 20

万円，福岡で約 15万円の削減， 3世帯共有では，札幌で約

28万円，福岡で約 22万円の削減と大幅な改善が見られ，

導入に要する消費者負担額が約 200万円という現在の高価

格な PEFC-CGSであっても，耐周年数内での回収が可能と

なることを示した.以上の結果から， PEFC-CGSは貯湯槽の

容量，逆潮流，複数世帯での共有を検討することで充分な

省エネノレギー効果と費用対効果を得られることを明らかにし

た.

第5章では，各章で得られた知見をまとめて総括とした.

論文調査の要旨

日本における民生家庭部門の温室効果ガス排出量は，

生活の利便性・快適性の追求や世帯数の増加等の社会構

造変化によって，近年，著しく増加しており，地球温暖化防

止の観点から早急な対策が必要とされている.温室効果ガ

ス排出量の削減のためには住宅の電力消費量やガス消費

量を削減する新たな設備機器の導入や高効率化が不可欠

である.

国体高分子形燃料電池(PEFC-CGS)は，都市ガスを改質

して水素を取り出し，水素と酸素の化学反応により電気と熱

を併給する個別分散型コージェネレーション機器で、ある.現

在，住宅の省エネ設備として既に商用化が実現しており，そ

の普及促進に大きな期待が寄せられている.しかしながら

PEFC・CGSは，購入時の初期コストが開発当初から大幅に

低下したものの約 300万円といまだ高価なうえ，発電と排熱

利用を併せた総合効率約 80%のうち発電効率が約 30%と

一般的な火力発電所の発電効率40%よりも小さい.よって，

PEFC-CGSによる CO2排出量の削減には PEFC・CGSから

の排熱の有効利用が重要な鍵となる.

本論文は，住宅における電力とガスの消費実態に基づく

シミュレーション解析をとおして， PEFC-CGSによるエネルギ

ー消費削減量， CO2排出削減量，光熱費削減額を他の個別

分散型コージェネレーション機器と比較して把握するととも

に，PEFC・CGSの更なる効率化を目指した新たな利用方法

やシステム構成を検討して，その省エネ性能の改善効果を

定量的に明らかにしている.これらの成果は以下のとおりに

まとめられる.

(1) PEFC・CGSを導入した場合の住宅のエネルギー消費量，

CO2排出量，光熱費の削減効果を定量的に把握するために，

家族構成や生活パターン，家電機器の種類や数量，空調

や給湯の運転方法，電力・ガス消費量などの実態調査に基

づいて地域別の電力・給湯負荷データを作成し，それらを

入力とする PEFC・CGSのシミュレーションフ。ログラム，および，

その比較対象とした国体酸化物形燃料電池(SOFC-CGS)， 

ガスエンジンマイクロコージェネレーション機器(GE・μ

CGS) ，自然冷媒ヒートポンフ。給湯機(C02・HP)のシミュレー

ションプログラムを開発した.

(2) 開発したシミュレーションプログラムを用いて，

PEFC・CGSのエネルギー消費量， CO2排出量，光熱費の削

減効果を札幌，仙台，新潟，東京，福岡の5地域で検討した.

PEFC・CGSの導入効果は，電力・給湯負荷を電力系統とガ

スボ、イラーによって個別に賄う従来方式と比べて，年間 1次

エネノレギー消費削減率がどの地域で、も約 11%となり， GE-

μCGSや CO2・HPよりも省エネ効果が高いことを明らかにし

た.

(3)しかし一方で， PEFC-CGSの年間 CO2排出削減率は従

来方式に対して数%""'12%，同じく年間光熱費削減率は数

万円""'10万円となり，電力事業者による CO2排出係数の違

いやガス供給業者による料金設定の違いによって地域差が

大きく，PEFC-CGSの実質総合効率は60%以下であること，

PEFC-CGSや SOFC-CGSの光熱費削減率は COrHPに及

ばず，現状では補助金増額等の政策の後押しがなければ

普及が困難であることを指摘し， PEFC-CGSの貯湯槽容量

の拡張や余剰電力の給湯利用，逆潮流や複数世帯共有な

どの新たな利用方法やシステム構成を導入することによって，

年間 1次エネルギー消費削減量や年間 CO2排出削減量の

増加および耐周年数(10年)以内の初期コスト回収が可能と

なることを示した.

以上，要するに，本論文は，住宅の電力・ガス消費実態に

基づいて電力・給湯負荷データとPEFC-CGSのシミュレーシ

ョンフ。ログラムを開発し，開発したシミュレーションを用いて

PEFC・CGSによる住宅のエネルギー消費量， CO2排出量，

光熱費の削減効果を定量的に明らかにするとともに，現行

PEFC-CGSの実質総合効率や費用対効果に対する課題を

指摘し，その課題解決に向けた新たな利用方法やシステム

構成を提案して，民生家庭部門における温室効果ガス排出

量の削減に向けた有用な技術的知見を示したものであり，

建築環境設備工学に寄与するところが大きい.よって，本論

文は博士(人間環境学)の学位論文に値するものと認める.
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フライアッシュや砕石粉などの粉体は，発生量が増大

しているにもかかわらず，利用方法が必ずしも確立され

ていない.これらの粉体のコンクリートへの混合は有効

な利用手段であるが，セメントの一部として粉体を置換

する従来型の内割混合は，置換率が大きいとコンクリー

トの性能低下を生じるため混合量に限界があり，また水

硬性のない粉体には適用できない.一方，セメント量を

一定として粉体を細骨材置換する外割混合では，粉体に

水硬性がない場合でも強度をはじめとする性能が粉体無

混合の場合と比較して高くなることが知られている.し

かし，どのようなメカニズムで、強度が向上するのか明確

でないため，粉体の種類や調合によってどの程度の強度

が得られるのか調合設計段階で予測できないこともあり，

外割混合は広く普及するに至っていない.本研究は，粉

体を外割混合することによりコンクリート強度が向上す

るメカニズムを明らかにし，その定量的な予測方法を示

すことにより，上記粉体の有効利用に資することを目的

として検討を行ったものである.強度向上の要因として，

硬化体の細孔構造において，外害IJ混合に伴って総細孔量

を一定に保ったまま細孔径が小さくなる現象に着目し，

この細孔構造の細分化と強度との定量的関係を示すとと

もに，細分化の程度を調合から一義的に予測する方法を

示した.

本論文は以下の 5章より構成される.

第 1章では序論として，研究の背景，目的，方法，な

らびに既往の研究に対する本研究の位置づけを示すとと

もに，論文の構成を記した.

第 2章では，各種粉体を外割混合したコンクリートの

強度性状を定量的に明らかにすることを目的として，フ

ライアッシュ細粉および、粗粉，砕石粉，石灰石粉，高炉

スラグ微粉末を外割混合した実験を，セメントペースト，

モルタノレ，コンクリートを試験体により段階的に行った.

その結果，粉体を外割混合したコンクリートの圧縮強度

が，若材齢時から長期にわたって，同一条件の無混合コ

ンクリートと比較して常に高くなることを示した.また

圧縮強度は粉体の外割混合量が多いほど高くなること，

その増加量は外割混合した粉体が潜在的な水硬性を発現

することにより更に大きくなることなどを定量的に示し

た.一方，弾性係数は粉体の外割混合量にかかわらず同

一条件の無混合コンクリートと同程度になることを示し，

強度と弾性係数におけるこのような傾向の違いは，いわ

ゆる微粉末効果に起因するセメントの水和反応の促進が

強度向上の原因とする従来の理論では十分に説明できな

いことを指摘した.さらに粉体の外割混合による強度向

上の利点を，再生骨材をコンクリートに用いる際に問題

となる強度低下の抑制対策として活用することを試み，

中・低品質の再生骨材を使用した場合でもフライアッシ

ュを外割混合することで圧縮強度を改善できること，混

合量を大きくした場合には再生骨材コンクリートに普通

コンクリート以上の圧縮強度を付与できることを示した.

第 3章では，外割混合によるコンクリートの強度向上

を硬化体の細孔構造により定量的に予測するための第一

段階として，細孔構造の形成過程における粉体の影響を

検討した.フレッシュコンクリート中におけるセメント

やフライアッシュなどの粉体の粒子聞に生じる空隙を，

最密状態で近接する粉体粒子聞に生じる微細な粒子関空

隙と，粉体の不均等な凝集により形成される粗大な凝集

空隙とに分類し，コンクリートが硬化する過程において，

強度上の弱点となる直径 50nm以上の粗大な細孔が，主と

して凝集空隙が占めていた空間に生成するとし、う仮説を

立てた.そしてそれぞれの空隙の量を調合から算定する

式を粉体工学分野の理論式を応用して導出するとともに，

凝集空隙量と 50nm以上の細孔量の聞に明瞭な相関があ

ることを実験により確認した.

第 4章では前章に引き続き，コンクリート硬化体中に

形成された細孔構造がコンクリートの強度性状に及ぼす

影響を検討した.粉体を外割混合することにより，コン

クリートの細孔径分布が，同一条件の無混合コンクリー

トと比較して総細孔量を一定に保ったまま細孔径が小さ

くなること，結果として強度上の弱点となる直径 50nm

以上の粗大な細孔量が減少することになり，強度が向上

することを定量的に明らかにした.一方，弾性係数は，

総細孔量と相関があり，外害IJ混合を行っても総細孔量が

変化しないため一定であることを示した.以上および第

3章の結果から，調合設計段階でフレッシュコンクリー

トに生じる粗大空隙の量が予測でき，その結果として硬

化コンクリートに形成される強度に有害な細孔の量が予

測できるため，粉体を外割混合するコンクリートの圧縮

強度が推定可能であること，ならびにその推定式を示し

た.

第5章では各章で得られた成果を総括し，本論文の結

論とした.



論文調査の要旨

石炭火力発電所で発生するフライアッシュや，コンク

リート用砕石を製造する過程で生じる砕石粉などの粉体

は，副産物としての有効利用が求められている.このよ

うな粉体のコンクリート混合材としての利用は有効な解

決策であるが，セメントを粉体で置換する従来型の「内

割混合Jによる方法では，置換率が大きいとセメント量

が不足してコンクリートの性能低下を引き起こす.また

この方法は結合材としての役割を粉体に期待するため，

砕石粉など水硬性の乏しい粉体には適用できない等の難

点がある.一方，単位セメント量を一定として粉体を細

骨材と置換する「外割混合Jを用いる方法は，水硬性が

低い粉体を用いた場合でも強度等の性能が粉体無混合の

場合より高くなることが知られており，細骨材枯渇化対

策として有望視されている.しかしながら，その強度向

上のメカニズムは明らかにされておらず，調合設計の段

階で「外割混合Jによって得られる強度を予測すること

が困難な状況にあるため，この混合方法は広く普及する

に至っていない.

本研究は，産業副産物として大量に発生する種々の粉

体の有効利用を目的として， r外割混合Jによるコンクリ

ートの強度向上のメカニズムを明らかにし，調合から強

度を定量的に予測する方法を新たに提示したものであり，

その所見は以下のように取り纏められる.

著者はまず，各種粉体を外割混合したコンクリートの

力学的性状を定量的に明らかにしている.すなわち，細

粉および組粉のフライアッシュ，砕石粉，石灰石粉，高

炉スラグ微粉末を用いたセメントペースト，モルタル，

コンクリート試験体による実験を段階的に行い，粉体を

外割混合したコンクリートの圧縮強度が若材齢時から長

期にわたって同一条件の無混合コンクリートよりも常に

高いことを示している.また圧縮強度は粉体の外割混合

量が多いほど高くなること，粉体が潜在的な水硬性を発

現する場合には強度の増加量は更に大きくなることなど

を明らかにしている.さらに外割混合による強度向上の

利点を，再生骨材をコンクリートに用いる際に問題とな

る強度低下の抑制対策として活用することを試み，中・

低品質の再生骨材を使用した場合でもフライアッシュを

外割混合することで圧縮強度を改善できること，混合量

を大きくした場合には普通コンクリートよりも圧縮強度

の高い再生骨材コンクリートを製造可能であることを示

している.

次いで著者は，外割混合によるコンクリートの強度向

上に関して，硬化体の細孔構造に着目した予測方法を提

示している.フレッシュコンクリート中におけるセメン

トやフライアッシュなどの粉体の粒子間に生じる空隙を，

最密状態で近接する粉体粒子聞に生じる微細な粒子間空

隙と粉体の不均等な凝集により形成される粗大な凝集空

隙とに分類し，凝集空隙が占める空間に強度上の弱点と

なる直径 50nm以上の粗大な細孔が硬化過程で生成する

としづ仮説を立てることによって，それぞれの空隙の量

を調合から算定する式を粉体工学分野の理論式を応用し

て導出するとともに，凝集空隙量と 50nm以上の細孔量の

聞に明瞭な相関があることを実験的に明らかにして，こ

の仮説の妥当性を確認している.

最後に著者は，コンクリート硬化体中に形成される細

孔構造がコンクリートの力学的性状に及ぼす影響を明ら

かにしている.同一条件の粉体無混合コンクリートと比

較して，外割混合したコンクリートでは総細孔量を一定

に保ったまま細孔径が小さくなることによる強度向上を

示す一方で，弾性係数は総細孔量と強い相関があること

を明らかにしている.

以上要するに本論文は，フライアッシュや砕石粉など

水硬性の低い粉体を外割混合したコンクリートが無混合

の場合よりも高い強度を発現する現象を広範囲にわたっ

て実証し，そのメカニズムを外割混合に伴うコンクリー

ト硬化体中の細孔構造の物理的な細分化から説明すると

ともに，細分化の程度をフレッシュコンクリートの粉粒

体構成により定まる空隙構造から予測する算定式を新た

に提示することによって，調合設計段階での強度予測を

可能としたもので、あり，建築材料学に寄与するところが

大きい.よって，本論文は博士(工学)の学位論文に値

するものと認める.
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エジフ。トの都市や集落では爆発的な人口増加を背景に

無秩序なスプロールが進行し，様々な都市問題が発生し

ている.例えば，狭隆な道路や建て詰まり，公共用地の

不足，不衛生な環境などが深刻な問題として指摘でき，

このような都市問題の解決には，政府が住民との対話や



合意形成を通して解決策を見出すプロセスが求められて

いる.そのような状況の下，エジプト政府は，都市計画

策定プロセスにおける住民参加の実現を目的として， rエ
ジプト集落戦略計画」及び「エジプト都市戦略計画Jを

2004年から開始した.しかし，これまでの計画策定に住

民参加の手法を取り入れた経験は少ないことから，実施

にあたっての問題も多く，その現況評価と改善策は喫緊

の課題となっている.

以上のような背景を踏まえ，本研究では，エジプトのエ

ルパーシャ集落とアシュート市を対象とした調査・分析

を通じて，住民参加プロセスの現状と課題を明らかにし，

その一方で，日本における高度情報技術(以下 ICT)を

活用した住民参加支援ツールの発展過程を論じると共に，

支援ツールのプロトタイプを開発し，最終的には，エジ

プトの住民参加プロセスを改善するための方策とその具

体的な支援ツールについて論じることを目的としている.

本論は，序論，本論及び結論の 6つの章により構成され

ている.

第 1章では，序論として研究の背景，目的，既往研究

を述べると共に，本論の内容と構成を概説し，最後に論

文中に使用される用語について定義を行った.

第2章では，まず文献調査に基づき，経済・歴史・法

制度等の視点からエジフ。トの住民参加を取り巻く社会状

況を概括した.次に，戦略計画を既に策定済みで、あるエ

ノレバーシャ集落とアシュート市を研究対象として，当地

で実施された住民参加ワークショッフ。の内容を整理し，

そのプロセスを体系化すると共に，参加者へアンケート

および関係者へのインタビューの結果から次の課題を明

らかにした.参加プロセスに関する課題として，定式化

されたワークショップ運用マニュアルを厳格に運用する

ことによる弊害を指摘できた.ワークショッフ。実施上の

課題としては，性差や貧困の格差による参加機会の不平

等，識字率の低さによる合意形成の難しさが指摘でき，

さらに，これまでの生活環境整備の遅れに対する不満が

ワークショッフ。参加者の少なさや合意形成の難しさに影

響していることを明らかにした.

第3章では，文献調査をもとに日本における ICTを活

用した住民参加支援ツールの先進事例を収集すると共に，

支援ツール開発で、先2駆的な企業と大学にヒアリングを行

い，ツールの発展過程を次の 4つに整理した.第 1段階

はweb上での参加者拡大を意図し電子掲示板等が多く利

用された web初動期，第2段階はweb上でGISなどの地

理情報が盛んに活用された地図機能拡張期，第 3段階は

空間やデザインの理解・共有を目的とした 3次元コンビ

ュータグラフィクス(以下 CG)導入期，第4段階は合意

形成を支援するための高度な解析機能やバーチャルリア

リティ (VR) を活用した高度情報活用期である.上記の

発展過程と各ツールの利点と欠点の考察し，さらには近

年の ICTの動向も考慮、に入れて，第5段階の新しい支援

ツールの概念を提案した.

第4章では，前章で提案した第5段階の支援ツールの

プロトタイプを Virtoolsの開発キットと Perlのプログ

ラミング言語を用いて独自に開発し，その効果を被験者

実験より検証した.第4段階まで、のツールの多くはソフ

トウエアの 2次元インターフェース上に各種のコンテン

ツを配置したものに対し，本章で提案したツールは VR

の3次元仮想空間の中に各種のコンテンツや他へのリン

ク先を埋め込んでいる.プロトタイプは九州大学の計画

案をケーススタデ、ィとしてweb上にVRとして表現したも

ので，アクセス者はこの VR空間に電子掲示板のリンクを

自由にどこでも埋め込むことが可能であり，既に埋め込

まれた写真や動画を閲覧することも可能である.このよ

うにweb上のVR空間を通してデザイン代替案を協議する

独創的な手法を提案している.被験者実験のアンケート

結果では，視覚的表現力に関する評価項目が高い傾向に

あった.

第5章では，前章までの研究成果をもとに，エジプトの

戦略計画策定時にワークショップ会場で、活用可能な独自

の支援ツールを開発し，その利用方法を提案した.ツー

ルの開発にあたっては，戦略計画策定のプロセスを内容

に応じて 7段階に分け，各段階で活用される支援ツール

6種の機能を開発の対象として設定した.また，識字率

の低い参加者に配慮し，写真やCGやVRなどの視覚的媒

体を数多く取り入れ，さらに，男女が同室で議論できな

い問題に対しても，イントラネットで繋がれた2室で同

時並行的にワークショッフ。の進行が可能なシステムを開

発した.最後に 50人の専門家からシステム導入に関する

意見を収集した結果として， VRの導入費用，ワークショ

ッフ。時間の増大など問題が挙げられた.しかし，いずれ

も運用や工夫次第で解決可能で、あり，むしろ，識字率の

低い参加者への視覚的媒体の活用は，議論の活発化や参

加に対する動機づけの向上に大きな期待があることを明

らかにした.

最後に，第6章では，本論を通じて得られた知見を総

括し，本論文の結論とした

論文調査の要旨

近年，エジプトの都市や集落で、は急速にスプロールが

進行し，狭隆な道路や建て詰まり，公共用地の不足，不

衛生な環境などの深刻な都市問題が発生している.この

ような問題の解決には，政府と住民との対話や合意形成

を通して解決策を見出すプロセスが求められ，エジプト

政府は都市と集落の戦略計画策定において 2004年から

住民参加の手法を導入したしかし，この取り組みの歴

史は浅く，実施にあたっての問題の解決は急務な課題と

なっている.



本研究では，エジプトの戦略計画策定プロセスにおける

住民参加の現状と課題を明らかにすると共に，その一方

で，日本における高度情報技術(以下 ICT)を活用した

住民参加支援ツールの発展過程を論じ，新たな支援ツー

ルのプロトタイプを開発し，最終的には，エジプトの住

民参加プロセスを改善するための方策を提案すると共に，

その具体的な支援ツールの開発及びツールの効果につい

て論じている.その所見は以下の通り取りまとめられる.

(1)文献調査に基づき，経済・歴史・法制度等の視点か

らエジプトの住民参加を取り巻く社会状況を概括した上

で，近年，政府によって制度化された戦略計画策定フ。ロ

セスを体系的に整理した.

(2)戦略計画を既に策定済みであるエルパーシャ集落と

アシュート市を研究対象として，当地で実施された住民

参加ワークショップの内容と参加の実態を調査した結果，

定式化されたワークショップ運用マニュアルを厳格に運

用することによる各種の弊害を指摘した.

(3) ワークショップ参加者へのアンケートおよび関係者

へのインタビューの結果から，ワークショップ実施上の

課題として，性差や貧困格差による不平等な参加機会，

識字率の低さによる合意形成の困難さが指摘でき，さら

に，これまでの生活環境整備の遅れに対する政府への不

信感がワークショップにおける合意形成の困難さに影響

していることを明らかにした.

(4)文献調査をもとに日本における ICTを活用した住民

参加支援ツールの先進事例を収集すると共に，支援ツー

ルの開発において先駆的な取り組みが見られる企業と大

学にヒアリングを行い，支援ツールの発展過程を 4つの

段階に整理してその特徴を論じ，今後の発展傾向とバー

チャルリアリティ(以下VR)の技術進歩を考慮、に入れて，

第5段階の新たな支援ツールの概念を提示した.

(5)第 5段階の支援ツールのプロトタイプとして， web 

上の VR空間を通して都市デザインの代替案を協議する

ための支援ツールを， Virtoolsの開発キット及び Perl

のプログラミング言語を用いて独自に開発し，その効果

を被験者実験より検証した.

(6)最終的には，エジプト固有の識字率の低さへの対応

とジェンダー問題の解決を考慮した上で，エジプトの戦

略計画策定過程に適用可能な支援ツールとその活用法を

提案し，専門家 50人からシステム導入に関する意見を収

集した結果，識字率の低い参加者への VR等の視覚的媒体

の活用は，議論の活発化や参加に対する動機づけの向上

に大きな期待があることを明らかにした.

以上，要するに，本論文は，エジプトの住民参加を取り

巻く社会的状況を概括し，都市と集落の戦略計画策定に

おける住民参加の手法とプロセスを文献調査に基づき整

理した上で，戦略計画を既に策定済みであるエルパーシ

ャ集落とアシュート市のケーススタディを通じ，当地で

実施された住民参加ワークショップの内容と参加の実態

を明らかにすると共に，ワークショップ参加者へのアン

ケートおよび関係者へのインタビューの結果から，ワー

クショッフ。実施における課題を指摘し，その改善に向け

た方策を提案した.また，日本における ICTを活用した

住民参加支援ツールの発展過程を 4つの段階に整理して

その特徴を論じ，今後，求められる支援ツールのプロト

タイプの試作を行い，さらにその技術と手法を発展させ

てエジプトの住民参加プロセスの改善を目的としたワー

クショッフ。支援ツールを開発し，その活用法の提案及び

ツールに期待される効果を論じており，都市計画学に寄

与するところが大きい.

よって，本論文の博士(人間環境学)の学位に値するも

のと言忍める.


